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  地形整形の進捗状況について

南調整池（残置）

(表流水の流末)

北調整池（残置）

旧堆肥舎 （残置）

場内表流水の分水嶺線

資料１
1 地下水汚染対策を終了した箇所から順次、地形整形工事を実施

２ 表流水が東側に流下するよう、県境（南北方向）を概ねの頂点とし、東側に次第に低くなるよう措置

３ 令和４年12月中に現場施工を完了予定

11月時点で作業中のもの イ．場内中央エリアの地形整形（盛土） ロ．表流水排水路への敷き砂利 ハ．場内全域の境界確定

上屋及び土間コン取壊しまで完了

ロ．表流水排水路への敷砂利

管理棟 解体撤去完了

イ．場内中央エリアの盛土

ハ．場内全域の境界確定

場内通路

選別プラント建屋

（別添資料３ 「岩手県実施計画」 13ページ （4）汚染拡散防止対策 ③長期的対策 参照）

県境

県境

⑤
④ー2

③

②

①

④ー1

⑥

RS19010203
タイプライターテキスト
1-1



地形整形の状況

②表流水排除

北西部 から南方向を望む
場内表流水の分水嶺

東部から西方向を望む

県境部に頂点（南北方向）を設け、表流水が東側に流れる緩やかな勾配を付け整形

④地形整形状況

④―2 東側

表流水が東側に流れるよう整形

①県境鋼矢板撤去(地中部残置)

県境鋼矢板の撤去後、西側を盛土造成し、小段にU字側溝を設置

③建屋解体撤去

青森側に流れ出る表流水を側溝で受け止め、南方向に排水

施工後

施工中

施工前

施工前

選別プラント建屋

管理棟

④―1 西側県境部

施工後

RS19010203
タイプライターテキスト
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法面には植生工（種子散布）を行い、崩れを防止

北側県境部(B 地区) 東端部

表流水が東側に流れるよう緩やかな勾配を付け整形

切立った角度のきつい法面を、土盛りにより緩い角度に再整形
45°

26°

地形整形の状況

施工後

北側県境部(B 地区) 西側

施工前

⑤北側県境部の地形整形

RS19010203
タイプライターテキスト
1-3



施工中

植生保護工

水路底面への敷砂利施工予定

U字側溝を北側から流れる表流水を南調整池まで自然流路により導水

至南調整池

至南調整池

施工中

地形整形の状況 ⑥表流水排水路（東西方向）の造成

RS19010203
タイプライターテキスト
1-4



令和４年度水質モニタリング結果について 

 

１ 計画 

 第 84 回原状回復対策協議会（R3.12.18、以下「協議会」という。）で承認された、周辺への汚染拡散確認

のための令和４年度水質モニタリング計画は次のとおり。 

 

 

 

※１ 年４回：５、７、９、11 月 

※２ 年１回：９月 

※３ 区域名は資料２ 2-3 ページ参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 結果 

（１）1,4-ジオキサン測定結果 

  ア 令和４年度に実施している水質モニタリングの結果は表２のとおりであり、環境基準超過はなかっ

た。 

イ パワーブレンダー工法施工箇所下流部において実施している地下水質モニタリングについても環境

基準超過はなく、周辺への汚染拡散は確認されていない。 

ウ 令和５年度及び６年度に水質モニタリングを継続し、環境基準超過等が確認された場合は速やかに

対応を検討する。（水質アドバイザー設置予定） 

 

 上記について、第 37回汚染土壌対策技術検討委員会（R4.11.7、以下「土壌委員会」という。）で承認済み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 地点名 モニタリング内容 

周
辺
表
流
水 

・直近の沢 No.1 

・直近の沢 No.2  

・小端川上流    

・小端川下流 

・境沢上流 

・ため池 

・十文字川支流 

・pH、1,4-ジオキサン 

年４回（※１） 

 

・pH、1,4-ジオキサン以外の項目（重金属、VOC 等） 

年１回（※２） 

調
整
池 

・北調整池 

・南調整池 

地
下
水 

・イ-9（区域⑦） 

・イ-15（区域⑥） 

・イ-16（区域⑤） 

・イ-19（区域④） 

・ヨ-14 

・H15-4 

・pH、1,4-ジオキサン 

イ-9、イ-15、イ-19：年４回（※１） 

 

・pH、1,4-ジオキサン以外の項目（重金属、VOC 等） 

左記６井戸：年１回（※２） 

資料２ 

表１ 令和４年度の水質モニタリング計画（ジオキサン対策箇所を除く） 

※３ 

R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9

直近の沢No.1 - 0.008 - 0.009 - 0.007

直近の沢No.2 - <0.005 - <0.005 - <0.005

小端川上流 - <0.005 - <0.005 - <0.005

小端川下流 - <0.005 - <0.005 - <0.005

境沢上流 - <0.005 - <0.005 - <0.005

ため池 - <0.005 - <0.005 - <0.005

十文字川支流 - <0.005 - <0.005 - <0.005

北調整池 - 0.018 - <0.005 - 0.009

南調整池 - <0.005 - <0.005 - <0.005

イ-9 - 0.031 - 0.026 - 0.034

イ-15 - 0.014 - 0.013 - 0.006

イ-16 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

イ-19 - <0.005 - <0.005 - <0.005

ヨ-14 0.005 0.007 <0.005 0.016 <0.005 0.008

H15-4 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

地点名

周
辺
表
流
水

調
整
池

地
下
水

表２ 令和４年度の 1,4-ジオキサン濃度（単位：mg/L） 

※イ-16、ヨ-14、H15-4 はパワーブレンダー工法施工箇所下流部にあり、

月１回測定する。（R4.1.19 土壌委員会承認） 

前回協議会（R4.7.23 開催）で報告済みの結果 
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（２）全項目測定結果 

ア 表３のとおり、周辺表流水及び調整池では基準超過はなかった。 

イ 次の２項目が地下水環境基準を超過したが、その原因についてはそれぞれ次の協議会において承認済み。 

項目 R4.9 超過地点 原因 

総水銀 イ-９ 自然由来 

※第 77 回原状回復対策協議会（令和元年９月 14 日開催） 

硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

イ-１９ 施肥由来 

※第 81 回原状回復対策協議会（令和２年 12月 19 日開催） 
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表３ 令和４年９月水質モニタリング結果 

直近の沢
No.1

直近の沢
No.2

小端川
上流

小端川
下流

境沢上流 ため池
十文字川
支流

北調整池 南調整池 イ-9 イ-15 イ-16 イ-19 ヨ-14 H15-4

1 カドミウム <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 0.003
2 全シアン ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND 検出されないこと

3 鉛又はその化合物 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.01
4 六価クロム <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.02
5 砒素 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01
6 総水銀 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0019 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0005
7 アルキル水銀 ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND 検出されないこと

8 PCB ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND 検出されないこと

9 ジクロロメタン <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.02
10 四塩化炭素 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002
11 クロロエチレン - - - - - - - - - <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002
12 1，2‐ジクロロエタン <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 0.004
13 1，1‐ジクロロエチレン <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.1
14 シス‐1，2‐ジクロロエチレン <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 - - - - - - 0.04
15 1，2‐ジクロロエチレン - - - - - - - - - <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 0.04
16 1，1，1‐トリクロロエタン <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 1
17 1，1，2‐トリクロロエタン <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 0.006
18 トリクロロエチレン <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01
19 テトラクロロエチレン <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0013 0.0006 <0.0005 <0.0005 0.01
20 1，3‐ジクロロプロペン <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002
21 チウラム <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 0.006
22 シマジン <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 0.003
23 チオベンガルブ <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.02
24 ベンゼン <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01
25 セレン <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.01
26 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 8 1 <1 <1 1 1 <1 2 4 2 <1 <1 16 2 1 10
27 ふっ素 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.1 0.2 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.2 <0.1 0.8
28 ほう素 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 1
29 ダイオキシン類（pg‐TEQ/L) 0.25 0.045 0.055 0.046 0.054 0.045 0.044 0.045 0.46 0.045 0.048 0.046 0.045 0.56 - 1
30 pＨ（単位なし） 7.3 7.3 7.4 7.4 7.2 6.4 7.5 7.2 7.6 6.3 6.7 6.5 5.9 7.8 6.8 （河川A類型　6.5～8.5）

31 BOD <0.5 0.5 0.8 <0.5 <0.5 1.1 0.5 1.6 5.4 - - - - - - （河川A類型　2）

32 COD 1.8 2.3 2.4 1.9 1.7 1.4 1.4 7.8 8.2 - - - - - - （湖沼A類型　3）

33 SS 3 1 2 2 4 1 <1 6 53 <1 22 <1 2 25 110 （河川A類型　25）

34 全窒素 8.4 1.6 1.2 0.77 1.4 1.6 0.92 3.2 5.2 - - - - - - （湖沼Ⅱ類型　0.2）

35 全燐 0.008 0.003 0.014 0.005 0.006 0.007 0.007 0.015 0.15 - - - - - - （湖沼Ⅱ類型　0.01）

36 塩素イオン 39 20 7.2 6.7 13 7.1 7.0 38 13 61 48 3.5 36 15 0.9 飲料水水質基準200

37 トルエン <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 <0.06 （指針値）0.6

38 キシレン <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 <0.04 （指針値）0.4

39 1，4‐ジオキサン 0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.009 <0.005 0.034 0.006 <0.005 <0.005 0.008 <0.005 0.05
単位は特に記載がない限り、mg/L

検査項目
表流水 調整池 地下水

環境基準



 

 

 

 

 

●H15-4 

場内井戸配置図 
令和４年度水質モニタリング地点(表流水） 至 馬淵川

青森

至 馬淵川

岩手

青森県

：不法投棄現場

：水質分析採取位置

北調整池

南調整池 直近の沢No.1

直近の沢No.２

境沢上流

小端川上流

小端川下流

ため池

十文字川支流

平22業使 第214-26939号

2-3 

凡例 

   ：令和４年度追加対策実施箇所 

   ：令和４年度モニタリング井戸 

   ：ＰＢ工法追加確認井戸（令和４年度のみ） 

   ：地下水流向 
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汚染土壌・地下水対策に係る技術的評価の終了について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

令和４年８月に実施した場内３井戸（イ-13、イ-17及び H30A-1）に係る水質測定結果が

環境基準を満足。これにより、場内 83か所全ての井戸について浄化終了判断基準を満足し

た。 （達成状況及び測定結果は表１～２のとおり） 

【参考】 

特定産業廃棄物等への対応の概要（表３参照） 

１ 不法投棄廃棄物撤去完了（平成 26年３月） 

２ ＶＯＣによる汚染土壌・地下水対策完了（平成 28年７月） 

３ 1,4-ジオキサンに係る地下水浄化終了判断基準策定（第 80回原状回復対策協議会

（令和２年９月 12日開催）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年８月の水質測定結果をもって、場内対象井戸全てについて 1,4-ジオキ

サンに係る浄化終了判断基準を達成しました。 

このことについて、第 37回土壌委員会（11/7開催）に諮ったところ、実施計画

に規定する特定産業廃棄物等である汚染土壌・地下水対策に係る技術的評価を終了

（土壌委員会の設置目的を達成）したとの見解に至りました。 

県では、令和５年度以降に不測の事態が生じた場合等のため、水質アドバイザー

の設置を予定しています。 

＜実施計画（抜粋）＞ 

Ⅱ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等の推進に関する基本的な方向 

２ 支障の除去等の考え方 

（２）支障の除去の目標及び完了確認手法 

支障の除去の目標及び完了確認に当たっては、各種環境基準への適合、その他の

物理的手法等により特定産業廃棄物等が存在しないこととし、その根拠となる調査

結果及び評価内容を公表する。 

資料３ 

 

＜土壌委員会設置要領（抜粋）＞ 

第１条（設置） 

青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会（以下「協議会」という。）における

検討事項のうち、汚染土壌対策の具体的手法に関する技術的評価を行い、協議会の検討等

に資するため、協議会設置要領第８条の規定に基づき汚染土壌対策技術検討委員会（以下

「土壌委員会」という。）を置く。 

第２条（所掌） 

土壌委員会は、汚染土壌対策の具体的手法等に関する技術的評価を行うこととし、検討

結果は協議会に報告するものとする。 



表１　1,4-ジオキサン浄化終了判断基準　達成状況（その１）

No. 区域 井戸名 浄化継続期間 モニタリング期間 浄化終了 No. 区域 井戸名 浄化継続期間 モニタリング期間 浄化終了 No. 区域 井戸名 浄化継続期間 モニタリング期間 浄化終了 No. 区域 井戸名 浄化継続期間 モニタリング期間 浄化終了

＜凡例＞

83 H30_A-49 R1/11～R2/4 R2/5～R3/4 ○

81 H30_A-39 R2/5
薬剤注入処理

R2/6～R3/5 ○

82 H30_A-59 R3/7
薬剤注入処理

R3/8～R4/7 ○

79 H30_A-19 R3/8
薬剤注入処理

R3/9～R4/8 ○

80 H30_A-29 R2/1～R2/6 R2/7～R3/6 ○

77 B地区貯水池9 R2/10～R3/3 R3/4～R4/3 ○

78 H29_A-19 R3/6
薬剤注入処理

R3/7～R4/6 ○

75 B-59 H31/10
掘削除去

― ○

76 B-69 R2/12～R3/5 R3/6～R4/5 ○

73 H30_C-18 ※２ R2/10～R3/9 ○

74 B-19 H31/10
掘削除去

― ○

71 ヨ-128 ※１ R2/7～R3/6 ○

72 ヨ-138 ～R2/10 R2/11～R3/10 ○

69 H30_I-2 ※２ R2/10～R3/9 ○

70 イ-18 R2/6
閉塞

― ○

7

67 H30_H-17 R2/7
薬剤注入処理

R2/8～R3/7 ○

68 H30_I-1 ※２ R2/10～R3/9 ○7

65 H30_F-17 ※２ R2/10～R3/9 ○

66 H30_F-37 ※２ R2/10～R3/9 ○

64 北調整池集水井（西）7 ※１ R2/7～R3/6 ○

63 北調整池集水井（東）7 ※１ R2/7～R3/6 ○

61 ヨ-147 ※１ R2/7～R3/6 ○

62 ヨ-157 パワーブレンダー
工

※３ ○

59 イ-97 ～R2/10 R2/11～R3/10 ○

60 ヨ-117 ※１ R2/7～R3/6 ○

57 イ-3(ヨ-10)7 ～R1/10 R1/11～R3/10 ○

58 イ-47 ※１ R2/7～R3/6 ○

55 H30_J-26 ※２ R2/10～R3/9 ○

56 H30_J-36 R2/9～R3/2 R3/3～R4/2 ○

～R2/10 R2/11～R3/10 ○

54 H30_J-16 ※２ R2/10～R3/9 ○

※１ R2/7～R3/6 ○

52 ヨ-176 ※１ R2/7～R3/6 ○

R2/1～R2/6 R2/7～R3/6 ○

50 イ-156 ※１ R2/7～R3/6 ○

パワーブレンダー
工

※３ ○

48 H30_N-25 ※２ R2/10～R3/9 ○

※１ R2/7～R3/6 ○

46 大型井戸（南）(イ-17)5 R3/3～R3/8 R3/9～R4/8 ○

※１ R2/7～R3/6 ○

44 ヨ-185 R2/12～R3/5 R3/6～R4/5 ○

49 H30_O-15

51 ヨ-166

53 大型井戸（北）(イ-12)6

43 イ-185

45 ヨ-195

47 H30_J-45

41 イ-135 R3/8
薬剤注入処理

R3/9～R4/8 ○

42 イ-165 ※１ R2/7～R3/6 ○

39 イ-85 ※１ R2/7～R3/6 ○

40 イ-115 ※１ R2/7～R3/6 ○

37 H30_N-44 R2/8
薬剤注入処理

R2/9～R3/8 ○

38 イ-6-15 パワーブレンダー
工

※３ ○

35 H18-43 ※１ R2/7～R3/6 ○

3

36 イ-194 ※１ R2/7～R3/6 ○

33 H30_N-1 ※２ R2/10～R3/9 ○

3

3

3

34 H30_N-3 ※２ R2/10～R3/9 ○

イ-53

※１ R2/7～R3/6イ-223

※３

○

32 H30_M-1 ※２ R2/10～R3/9 ○

H30_D-22

H30_D-32

R3/8
掘削除去

―H30_D-42

H30_D-5

大口径Ａ1

R3/7
薬剤注入処理

B-41

R3/7
薬剤注入処理

ア-25-21

イ-242

H29_A-2

ヨ-82

ヨ-72

2

2

※１ R2/7～R3/6H29_D-12

H29_D-22

※３H30_D-12

2号集水井2

R2/7～R3/6

A-11

ヨ-41

ヨ-51

ヨ-61

大型井戸A1

ヨ-92

1号集水井2 ―

R2/4～R3/3

パワーブレンダー
工

R1/5～R2/3 R2/4～R3/3

○

パワーブレンダー
工

※３

○

22

23

24

25

26

27

28

29

30

R2/12～R3/5

R2/12～R3/11

1

2

3

4

5

6

19

20

21

13

14

15

16

17

18

7

8

9

10

11

12

R2/11～R3/10

R2/8～R3/7

R2/12～R3/11

R3/8
掘削除去

R3/6～R4/5 ○

R3/5～R4/4

― ○

○

○

R2/6～R2/11 ○

R2/11～R3/4 ○

R2/5～R2/10

R2/2～R2/7

R2/6～R2/11

R2/9～R3/2

R2/5～R2/10

○

R2/11～R3/10

R2/5～R2/10

R2/7～R2/12

R1/5～R2/3 ○

○

○

○

※１

R3/3～R4/2

R2/11～R3/10

R2/11～R3/10

R2/11～R3/10

R3/1～R4/1

○

R2/5～R2/10

R3/8
掘削除去

R3/8～R4/7

R3/8～R4/7

R2/5～R2/10

パワーブレンダー
工

3

大口径南(イ-20)

31 H30_L-1 ※２ R2/10～R3/9

○

H31/4～R1/9 R1/10～R2/9

H31/4～R1/9

H31/4～R1/9

H31/4～R1/9

R1/10～R2/9

R1/10～R2/9

R1/10～R2/9

○

○

○

○

○

H30_F-22

R2/7～R3/6※１

※１　R2.6まで継続したモニタリングにおいて基準超過が確認されず浄化対策を要しないと判断された井戸。R2.7からモニタリング期間として設定　　（第80回協議会：R2.9.12及び第31回土壌委員会：R2.8.11　了解事項）

※２　H30年度調査時点で基準超過がなく、浄化対策を要しないと判断された井戸。浄化終了判断基準策定後のR2.10からモニタリング期間として設定　　（同上）

●浄化継続期間：６か月
●モニタリング期間：１年間

※３　パワーブレンダー工法による対象井戸除去のためモニタリング期間なし

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

3

3号集水井3

4号集水井3

5号集水井3

大口径北(イ-21)
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地区名 区域 井戸名 H31.4 R1.5 R1.6 R1.7 R1.8 R1.9 R1.10 R1.11 R1.12 R2.1 R2.2 R2.3 R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12 R4.1 R4.2 R4.3 R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9 井戸名 区域

A 1 A-1(旧1-⑤-ウ) 0.017 0.091 0.065 0.050 0.080 0.075 0.034 0.089 0.065 0.015 0.20 0.036 0.009 0.049 0.039 0.027 0.056 0.062 0.052 0.077 0.032 0.021 0.012 0.007 0.022 0.013 0.011 0.025 0.018 0.006 0.018 0.034 <0.005 0.013 0.026 0.028 0.006 0.037 - - - - A-1(旧1-⑤-ウ) 1

A 1 ヨ-4 0.063 0.060 0.063 0.050 0.069 - - - 0.073 0.064 0.063 0.057 0.064 0.069 0.033 0.006 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - ヨ-4 1

A 1 ヨ-5 <0.005 0.019 0.027 0.017 0.053 0.12 0.077 0.027 0.023 0.009 <0.005 0.007 <0.005 0.012 0.013 0.014 0.079 0.10 0.079 0.035 0.019 0.012 0.010 <0.005 0.012 0.020 0.014 0.016 0.021 <0.005 0.015 0.014 <0.005 0.008 0.014 0.013 <0.005 - - - - - ヨ-5 1

A 1 ヨ-6 - - - - 0.023 - - - 0.017 - 0.005 - 0.006 - - - 0.013 - 0.010 0.015 <0.005 0.012 0.006 0.006 0.008 <0.005 <0.005 0.013 0.010 <0.005 0.010 - - - - - - - - - - - ヨ-6 1

A 1 大型井戸A 0.007 0.13 0.072 0.006 0.071 0.061 0.045 0.006 0.018 0.068 0.040 0.025 0.005 0.017 0.008 0.009 0.034 0.039 <0.005 0.030 0.024 0.009 0.006 <0.005 0.011 0.009 0.005 0.010 - - - - - - - - - - - - - - 大型井戸A 1

地区外A西側 1 大口径Ａ <0.005 0.14 0.18 0.088 0.17 0.11 0.13 0.096 0.097 0.090 0.099 0.089 0.083 0.16 <0.005 <0.005 0.031 0.034 0.013 0.024 0.036 0.043 0.042 0.020 0.036 0.023 0.023 0.029 <0.005 <0.005 0.010 0.007 - - - - - - - - - - 大口径Ａ 1

A 1 B-4 0.28 - - 0.37 - - - - 0.21 0.17 0.14 0.10 0.17 0.16 0.24 0.23 0.22 0.27 0.25 0.26 0.25 0.26 0.11 0.10 0.090 0.066 0.18 <0.005 0.005 - 0.013 - - - - - - - - - - B-4 1

A 1 ア-25-2 0.14 - - 0.096 - - - - 0.047 - - 0.032 0.035 0.061 0.052 0.068 0.066 0.063 0.063 0.093 0.099 0.11 0.13 0.064 0.062 0.11 0.22 <0.005 0.028 0.006 0.013 - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - ア-25-2 1

K 2 イ-24 0.021 0.028 0.024 0.054 0.062 0.008 0.089 0.12 0.091 0.12 0.13 - 0.062 0.088 0.006 0.009 0.083 <0.005 0.076 0.086 0.011 0.009 0.096 0.095 0.007 0.086 0.047 0.011 掘削除去 - - - - - - - - - - - - - イ-24 2

D 2 ヨ-7 - <0.005 - <0.005 - 0.005 - <0.005 - - - - - - - - 0.069 0.025 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - ヨ-7 2

D 2 ヨ-8 - 0.007 - <0.005 - <0.005 - <0.005 0.006 - 0.005 - 0.005 - - - 0.005 - 0.005 <0.005 <0.005 0.006 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.007 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - ヨ-8 2

E 2 ヨ-9 - 0.023 - <0.005 - 0.019 - <0.005 <0.005 - <0.005 - <0.005 - - - 0.007 - 0.007 <0.005 0.007 0.007 <0.005 0.008 0.012 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - ヨ-9 2

D 2 1号集水井 0.050 0.056 0.045 0.046 0.041 0.039 0.036 0.063 0.075 0.059 0.060 0.053 0.063 0.068 0.030 0.092 0.057 0.058 0.061 0.057 0.043 0.045 0.051 0.050 0.058 0.049 0.057 0.010 掘削除去 - - - - - - - - - - - - - 1号集水井 2

K 2 2号集水井 0.020 0.015 0.013 0.019 0.020 0.018 0.021 0.013 0.015 0.012 0.016 - 0.029 0.021 0.028 0.027 0.025 0.027 0.034 0.026 0.031 0.027 0.028 0.025 0.021 <0.005 0.022 <0.005 <0.005 <0.005 0.027 0.047 0.023 0.023 - - - - - - - - 2号集水井 2

A 2 H29_A-2 0.010 <0.005 0.010 0.011 0.010 0.008 0.010 0.010 0.009 <0.005 0.009 - <0.005 0.005 0.008 0.008 0.006 0.008 0.005 0.008 0.007 0.010 0.008 0.010 0.012 0.011 0.010 - - - - - - - - - - - - - - - H29_A-2 2

D 2 H29_D-1 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.008 <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - H29_D-1 2

D 2 H29_D-2 0.005 0.009 <0.005 0.082 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.022 0.030 0.005 <0.005 0.017 0.027 0.012 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.046 0.048 0.043 0.044 <0.005 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 0.015 0.016 0.044 - 0.042 - - - - - - - - H29_D-2 2

D 2 H30_D-1 - 0.10 - 0.089 - 0.10 - 0.067 - <0.005 <0.005 0.052 0.10 0.11 0.10 0.092 0.067 0.058 0.079 0.082 0.057 0.047 0.056 0.046 0.096 0.095 0.093 0.092 0.096 0.10 0.089 0.086 0.092 0.088 0.096 0.10 0.096 ＰＢ工法 - - - - H30_D-1 2

D 2 H30_D-2 - 0.022 - 0.020 - 0.005 - 0.020 - 0.018 0.006 - 0.008 0.020 0.024 0.033 0.014 0.026 0.013 0.023 0.023 0.023 0.021 0.005 0.012 0.006 0.005 - - - - - - - - - - - - - - - H30_D-2 2

D 2 H30_D-3 - 0.056 - 0.054 - 0.042 - 0.14 - 0.072 0.065 0.073 0.015 0.081 0.093 0.027 0.029 0.038 0.038 0.033 0.030 0.036 0.046 0.017 0.010 0.031 0.026 0.032 0.070 0.071 0.031 0.025 0.054 0.089 0.058 0.041 0.046 ＰＢ工法 - - - - H30_D-3 2

D 2 H30_D-4 - <0.005 - <0.005 - 0.028 - 0.024 - <0.005 <0.005 - 0.11 0.040 0.029 0.035 0.054 0.058 0.056 0.039 <0.005 0.013 0.042 0.026 0.053 0.036 0.047 0.10 掘削除去 - - - - - - - - - - - - - H30_D-4 2

D 2 H30_D-5 - 0.005 - <0.005 - 0.007 - 0.006 - 0.007 0.008 - 0.007 0.024 0.008 0.013 0.016 <0.005 <0.005 0.007 0.017 0.009 0.005 0.007 0.010 0.012 0.011 - - - - - - - - - - - - - - - H30_D-5 2

F 2 H30_F-2 - 0.13 - 0.12 - 0.11 - 0.075 - 0.014 0.033 0.090 0.070 0.058 0.063 0.037 0.010 0.022 0.047 0.045 0.043 0.061 0.050 0.048 0.046 0.047 0.054 0.044 0.049 0.068 0.049 0.053 0.063 0.064 0.062 0.056 0.052 ＰＢ工法 - - - - H30_F-2 2

K 3 イ-5 <0.005 0.010 0.018 0.016 0.020 0.026 0.015 <0.005 0.005 0.007 - - <0.005 0.020 0.009 0.011 0.018 0.011 <0.005 0.012 0.014 0.006 - - <0.005 0.014 0.005 - - - - - - - - - - - - - - - イ-5 3

M 3 イ-22 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - <0.005 0.003 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - イ-22 3

K 3 3号集水井 0.023 0.013 0.021 0.021 0.020 0.019 0.023 0.026 0.022 0.024 0.025 - 0.021 0.019 0.026 0.027 0.006 0.005 0.034 <0.005 0.007 0.017 0.019 0.017 0.019 0.020 0.018 - - - - - - - - - - - - - - - 3号集水井 3

K 3 4号集水井 0.056 0.045 0.048 0.037 0.031 0.029 0.022 0.023 0.018 0.016 0.019 0.018 0.026 0.019 0.021 0.023 0.034 0.037 <0.005 0.037 0.039 0.037 0.036 0.009 0.030 0.031 0.028 0.023 0.032 0.031 0.022 - - - - - - - - - - - 4号集水井 3

N 3 5号集水井 0.005 0.006 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - 5号集水井 3

M 3 大口径北(イ-21) <0.005 0.006 0.009 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.008 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.008 0.010 0.009 <0.005 0.005 0.010 0.006 - - - - - - - - - 0.006 0.008 0.008 - - - 大口径北(イ-21) 3

N 3 大口径南(イ-20) <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.013 0.015 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - 大口径南(イ-20) 3

L 3 H30_L-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - H30_L-1 3

M 3 H30_M-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 <0.005 0.006 0.015 <0.005 <0.005 0.006 0.007 0.007 <0.005 0.008 - - - - - - - - - - - - H30_M-1 3

N 3 H30_N-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.005 0.005 0.009 0.011 0.007 0.030 0.019 0.034 0.033 0.031 - 0.029 - - - - - - - - - - - - H30_N-1 3

N 3 H30_N-3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.008 <0.005 <0.005 0.006 <0.005 <0.005 0.005 0.005 0.005 <0.005 <0.005 0.007 - - - - - - - - - - - - H30_N-3 3

K 3 H18-4 - 0.013 - 0.012 - 0.013 - 0.013 - - - - - - - - 0.011 - 0.008 0.006 0.011 0.011 0.009 0.009 0.012 0.009 0.009 - - - - - - - - - - - - - - - H18-4 3

N 4 イ-19 <0.005 0.005 0.006 <0.005 0.005 0.005 <0.005 0.005 0.006 0.006 0.005 - <0.005 0.003 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.006 <0.005 - - <0.005 <0.005 0.005 - - - - - - - - - - <0.005 - <0.005 - <0.005 イ-19 4

N 4 H30_N-4 - 0.072 - 0.095 - 0.072 - 0.11 0.060 0.067 0.046 0.039 0.052 0.023 0.030 0.017 0.008 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.006 0.012 0.016 0.018 0.016 0.021 - - - - - - - - - - - - - H30_N-4 4

J 5 イ-6-1 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.024 <0.005 0.005 - - 0.009 0.18 0.22 0.14 0.20 0.20 0.18 0.20 0.006 0.080 - 0.17 0.19 0.25 0.13 <0.005 0.068 0.011 0.12 0.15 0.15 0.19 0.18 0.16 0.092 ＰＢ工法 - - - - イ-6-1 5

N 5 イ-8 <0.005 0.003 0.014 0.012 0.015 0.023 0.029 0.025 0.005 0.005 - - <0.005 0.035 0.040 0.037 <0.005 0.025 0.006 0.032 0.028 0.028 - - 0.006 0.021 0.010 - - - - - - - - - - - - - - - イ-8 5

地区外O東側 5 イ-11 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 <0.005 - - <0.005 0.003 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - イ-11 5

O 5 イ-13 0.011 0.008 0.015 0.010 0.011 0.011 0.014 0.010 0.013 0.012 - - 0.007 0.006 0.014 0.031 0.029 0.026 0.024 0.066 0.052 0.058 - 0.038 0.012 0.018 0.035 0.051 0.054 0.034 <0.005 <0.005 0.014 0.018 0.019 0.017 0.018 0.014 0.018 0.020 0.013 - イ-13 5

O 5 イ-16 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 0.007 0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - <0.005 0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - <0.005 <0.005 0.005 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 イ-16 5

O 5 イ-18 0.016 0.013 0.010 0.013 0.013 0.012 0.015 0.014 0.014 0.014 - - 0.012 0.009 0.014 0.012 0.014 0.014 0.011 0.011 0.010 0.011 - - 0.010 0.010 0.009 - - - - - - - - - - - - - - - イ-18 5

O 5 ヨ-18 <0.005 0.047 0.067 0.064 0.068 0.067 0.066 0.057 0.039 0.010 0.006 0.005 <0.005 0.060 0.052 0.044 0.056 0.056 0.061 0.068 0.049 0.037 0.035 <0.005 0.020 0.005 0.005 0.037 0.015 0.006 0.016 <0.005 <0.005 <0.005 0.017 0.020 <0.005 0.007 - - - - ヨ-18 5

O 5 ヨ-19 - - - - 0.013 - - - 0.011 - 0.012 - 0.014 - - - 0.011 - 0.010 0.007 0.007 0.007 0.008 0.009 0.010 0.006 0.006 - - - - - - - - - - - - - - - ヨ-19 5

I,J 5 大型井戸（南）(イ-17) 0.033 0.041 0.051 0.071 0.066 0.062 0.070 0.054 0.056 0.033 0.052 0.051 0.034 0.042 0.047 0.079 0.042 0.035 0.029 0.041 0.050 0.050 0.058 0.036 0.028 0.025 0.007 0.009 0.010 0.006 0.011 0.017 0.030 - 0.035 0.032 0.009 0.017 0.031 0.036 0.012 - 大型井戸（南）(イ-17) 5

J 5 H30_J-4 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.040 0.033 0.042 0.040 0.037 0.048 0.041 0.041 0.038 0.045 0.045 0.059 0.055 0.049 0.055 0.073 0.078 0.062 0.087 ＰＢ工法 - - - - H30_J-4 5

N 5 H30_N-2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 0.005 <0.005 0.007 0.008 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - H30_N-2 5

O 5 H30_O-1 - 0.089 - 0.025 - 0.067 - 0.068 - 0.015 0.009 0.011 <0.005 0.022 0.019 0.040 0.009 0.021 <0.005 0.032 0.035 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 0.035 0.005 - - - - - - - - - - - - - - - H30_O-1 5

J 6 イ-15 0.015 0.016 0.014 0.013 0.014 0.013 0.015 <0.005 0.006 0.011 - - <0.005 0.009 0.019 0.031 0.024 0.027 0.013 0.012 0.011 0.010 - - 0.005 0.027 0.025 - - - - - - - - - - 0.014 - 0.013 - 0.006 イ-15 6

J 6 ヨ-16 - - - - <0.005 - - - - - - - - - - - <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - ヨ-16 6

J 6 ヨ-17 - - - - <0.005 - - - - - - - - - - - <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - ヨ-17 6

J 6 大型井戸（北）(イ-12) 0.034 0.037 0.030 0.031 0.037 0.045 0.039 0.035 0.035 0.038 0.036 0.033 0.020 0.030 0.035 0.029 0.032 0.04 0.036 0.034 0.037 0.036 0.038 0.028 0.005 0.012 0.009 <0.005 <0.005 0.007 0.008 - - - - - - - - - - - 大型井戸（北）(イ-12) 6

J 6 H30_J-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.029 0.011 0.011 0.010 0.011 0.033 0.013 0.012 0.021 0.007 0.008 0.018 - - - - - - - - - - - - H30_J-1 6

J 6 H30_J-2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 0.007 0.010 0.015 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.009 0.012 0.011 - - - - - - - - - - - - H30_J-2 6

J 6 H30_J-3 - 0.084 - 0.072 - 0.053 - 0.10 0.096 0.090 0.074 0.067 0.14 0.091 0.12 0.10 0.18 0.010 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.021 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.007 0.009 0.022 0.010 0.013 0.013 0.017 <0.005 - - - - - - - H30_J-3 6

：浄化終了：モニタリング期間：環境基準超過 ：浄化継続期間

3-3

021865
タイプライターテキスト
表２－１　1,4-ジオキサン浄化終了判断基準達成状況（その２）　　　（単位：mg/L）



地区名 区域 井戸名 H31.4 R1.5 R1.6 R1.7 R1.8 R1.9 R1.10 R1.11 R1.12 R2.1 R2.2 R2.3 R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12 R4.1 R4.2 R4.3 R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9 井戸名 区域

F 7 イ-3(ヨ-10) 0.011 0.061 0.041 0.042 0.024 0.022 0.015 0.013 0.026 <0.005 - - <0.005 0.018 0.005 0.006 0.029 0.028 0.022 0.022 <0.005 <0.005 - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 0.007 - - - - - - - - - - - イ-3(ヨ-10) 7

G 7 イ-4 <0.005 <0.005 0.007 <0.005 0.009 0.010 0.005 0.005 <0.005 <0.005 - - 0.005 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - イ-4 7

H 7 イ-9 0.028 0.035 0.028 0.028 0.030 0.029 0.027 0.025 0.024 0.025 0.024 - 0.025 0.023 0.032 0.030 0.026 0.024 0.022 0.023 0.019 0.021 - - 0.019 0.026 0.027 0.024 0.023 0.028 0.025 - - - - - - 0.031 - 0.026 - 0.034 イ-9 7

G 7 ヨ-11 - <0.005 - <0.005 - <0.005 - <0.005 - - - - - - - <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - ヨ-11 7

H 7 ヨ-14 - - - - <0.005 - - - - - - - - - - <0.005 - <0.005 <0.005 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - 0.005 0.007 <0.005 0.016 <0.005 0.008 ヨ-14 7

H 7 ヨ-15 - - - - 0.082 0.11 0.089 0.049 0.021 0.056 0.025 0.014 <0.005 0.050 0.005 <0.005 <0.005 0.037 0.046 0.068 0.072 0.079 0.096 0.010 0.018 <0.005 0.043 0.083 0.005 0.019 0.055 0.052 0.053 0.075 0.060 0.057 <0.005 ＰＢ工法 - - - - ヨ-15 7

H 7 北調整池集水井（東） - - - - 0.013 - - - - - - - - - - - 0.011 - 0.011 0.010 0.009 0.016 0.019 0.006 0.011 0.009 0.007 - - - - - - - - - - - - - - - 北調整池集水井（東） 7

H 7 北調整池集水井（西） - - - - <0.005 - - - - - - - - - - - 0.010 - 0.008 0.011 0.011 0.017 0.015 0.009 0.010 0.012 0.010 - - - - - - - - - - - - - - - 北調整池集水井（西） 7

F 7 H30_F-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.007 <0.005 - - - - - - - - - - - - H30_F-1 7

F 7 H30_F-3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.016 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - H30_F-3 7

H 7 H30_H-1 - 0.12 - 0.12 - 0.11 - 0.10 - 0.10 0.10 0.094 0.098 0.077 0.090 0.097 0.003 0.005 0.006 0.006 0.006 0.014 0.026 0.022 0.025 0.025 0.029 0.033 - - - - - - - - - - - - - - H30_H-1 7

I 7 H30_I-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.009 0.007 <0.005 0.007 0.009 0.009 0.009 0.009 0.009 0.008 0.007 0.010 - - - - - - - - - - - - H30_I-1 7

I 7 H30_I-2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.019 0.018 0.020 0.022 0.025 0.020 0.015 0.021 0.017 0.021 0.023 0.017 - - - - - - - - - - - - H30_I-2 7

B 8 イ-1 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 - 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - <0.005 0.008 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - イ-1 8

H 8 ヨ-12 - - - - <0.005 - - - <0.005 - 0.005 - 0.015 - - - <0.005 - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - ヨ-12 8

H 8 ヨ-13 0.027 0.046 0.030 0.026 0.051 0.044 0.029 0.021 0.023 0.027 0.023 0.025 0.023 0.017 0.007 0.019 0.039 0.023 0.021 0.017 0.017 0.016 0.018 0.016 0.010 0.010 0.006 0.008 0.005 <0.005 0.011 - - - - - - - - - - - ヨ-13 8

C 8 H30_C-1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.029 0.043 0.040 0.038 0.035 0.040 0.035 0.031 0.024 0.048 0.046 0.013 - - - - - - - - - - - - H30_C-1 8

B 9 B-1 0.25 1.1 1.4 1.1 2.4 2.4 0.61 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - B-1 9

A 9 B-5 0.031 0.050 0.035 0.030 0.38 0.060 0.048 0.026 0.014 0.024 0.026 0.023 0.019 0.022 0.005 <0.005 0.006 0.005 0.008 0.018 0.020 0.022 0.024 0.029 0.025 0.024 0.029 - - - - - - - - - - - - - - - B-5 9

A 9 B-6 0.14 0.20 0.19 0.069 0.10 0.03 0.11 0.039 0.024 0.063 0.086 0.11 0.10 0.10 <0.005 <0.005 <0.005 0.013 0.012 0.092 0.016 0.029 0.022 0.015 0.046 0.016 0.010 0.045 0.008 0.008 0.045 0.018 0.007 0.016 0.022 0.010 0.027 0.030 - - - - B-6 9

B 9 B地区貯水池 0.11 0.044 0.13 0.014 0.045 0.033 0.097 0.072 0.095 0.13 0.10 0.089 0.041 0.11 <0.005 <0.005 0.005 0.053 0.010 0.012 0.019 0.029 0.046 0.039 0.018 0.013 0.010 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.010 0.011 - - - - - - B地区貯水池 9

A 9 H29_A-1 0.23 0.25 0.23 0.19 0.19 0.18 0.17 0.20 0.18 0.095 0.27 <0.005 0.24 0.20 0.25 0.27 0.20 0.28 0.23 0.29 0.28 0.27 0.32 0.29 0.26 0.27 0.30 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - H29_A-1 9

A 9 H30_A-1 - 0.10 - 0.093 - 0.10 - 0.069 - 0.031 0.030 0.011 0.016 0.053 0.052 0.012 0.039 <0.005 0.007 0.028 0.015 0.062 0.020 0.022 0.055 0.050 0.062 0.015 0.063 0.039 <0.005 0.008 0.016 0.016 <0.005 0.008 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 - H30_A-1 9

A 9 H30_A-2 - 0.14 - 0.38 - 0.067 - 0.093 - 0.005 <0.005 <0.005 0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.006 <0.005 <0.005 0.006 0.005 0.008 - - - - - - - - - - - - - - - H30_A-2 9

A 9 H30_A-3 - 0.095 - 0.024 - 0.053 - 0.051 - 0.12 0.15 0.12 0.030 0.056 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - H30_A-3 9

A 9 H30_A-4 - 0.059 - 0.068 - 0.058 - 0.019 - 0.018 0.014 0.013 0.008 0.005 <0.005 0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 <0.005 0.005 <0.005 <0.005 - - - - - - - - - - - - - - - H30_A-4 9

A 9 H30_A-5 - 0.37 - 0.090 - 0.25 - 0.081 - 0.014 0.046 0.057 0.18 0.11 <0.005 0.008 0.005 0.008 0.005 0.039 0.045 0.10 0.083 0.078 0.13 0.14 0.13 0.10 0.022 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 - - H30_A-5 9

N 4 H15-4 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 H15-4 4

：浄化終了：モニタリング期間：環境基準超過 ：浄化継続期間
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表２－２　1,4-ジオキサン浄化終了判断基準達成状況（その２）　　　（単位：mg/L）
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年度 開催日等 協 議 内 容 等 

H18 
H19. 2. 1 

(第１回) 
汚染土壌対策技術検討委員会 発足    

H19 

第２回 

｜ 

第５回 

【ＶＯＣ】対策工法の詳細検討 

   

H19.10.20 

(第 6 回) 

【ＶＯＣ】対策工法の決定 

①不飽和帯：掘削除去、ホットソイル工法 

②飽和帯 ：揚水、バイオレメディエーション等 

   

H20 

第 7回 

｜ 

第 19 回 

【ＶＯＣ】対策進捗状況確認（Ｎ地区、７地区） 

   

H21    

H22    

H23    

H24    

H25 
H25. 9.13 

(第 20 回) 
【ジオキサン】揚水・水処理による浄化対策 

   

H26 第 21 回 

｜ 

第 23 回 

【ＶＯＣ】追加対策（Ｎ地区フェントン工等） 

【ジオキサン】対策強化（大型井戸設置、高濃度汚染土壌 

掘削除去等） 

   

H27    

H28 
H28.11.29 

(第 24 回) 

【ＶＯＣ】対策工事完了 

【ジオキサン】高濃度汚染土壌の掘削除去・洗出し 

   

H29 第 25 回 

｜ 

第 27 回 

【ジオキサン】揚水効率化、スポット汚染対策 

【総水銀】原因調査 

   

H30    

H31 

・ 

R1 

R 1. 8. 6 

(第 28 回) 

【総水銀】場内土壌・地下水で検出された総水銀は 

自然由来と判断 

   

第 29 回 

｜ 

第 30 回 

【ジオキサン】追加対策、浄化終了基準案検討 

   

R2 

R 2. 8.11 

(第 31 回) 

【ジオキサン】追加対策（揚水井戸増設工、地下水浸透工、

薬剤処理工） 

   

R 2.11.25 

(第 32 回) 
【解体撤去】方針検討 

   

R3 

R 3. 5.24 

(第 33 回) 

【解体撤去・地形整形】事業終了後も必要な工作物 

（県境鋼矢板埋設部分等）を残置 

   

R 3. 8.30 

(第 34 回) 
【ジオキサン、解体撤去】水処理施設撤去 

   

R 3.11.29 

(第 35 回) 
【その他】令和５年度以降のモニタリング計画案検討 

   

R4 

R 4. 7.13 

(第 36 回) 

【ジオキサン】パワーブレンダー工法による浄化完了 

【その他】令和５年度以降のモニタリング計画 

   

R 4.11. 7 

(第 37 回) 
【ジオキサン】浄化終了確認 

   

解
体
撤
去
・
地
形
整
形 

表３ 汚染土壌対策技術検討委員会における主な協議内容 

ジ
オ
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ン 

Ｖ
Ｏ
Ｃ 

総
水
銀 



4-1 

 

原状回復対策協議会等のあり方について 

 

 

 

 

 

 

 

１ 原状回復宣言 

  令和５年２月４日に開催を予定している第 87 回原状回復対策協議会において、「原状回復宣言（仮

称）」を発出する。 

【理由】 

（１）協議会・土壌委員会において、様々な技術的課題を解決するため適切な御助言をいただいてき

たことにより、汚染土壌・地下水対策は終了した。 

 

（２）建物解体・地形整形について、令和４年内完了に向け、順調に作業が進捗している。 

   

（３）地域の安心感醸成のため、汚染土壌・地下水対策が終了し、今後、周辺環境に生活環境保全上

の支障が生じることがなくなったことを広く宣言する必要がある。 

  （右記「二戸市要望事項（抜粋）」参照） 

 

 

２ 新たな検討の場について 

  事案伝承、記録誌発行及び跡地利活用等、原状回復後も残る課題について、地元住民等による「新た

な検討の場」の設置を予定している。 

  「原状回復宣言（仮称）」を受け、令和４年度末で協議会、土壌委員会、ワーキンググループを廃止

する。 

  

【理由】 

（１）協議会、土壌委員会の設置目的を達成すること。（右記「設置要領（抜粋）」参照） 

 

（２）特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法が令和５年３月 31 日に失効する

こと。協議会及び土壌委員会は同法第４条で規定する実施計画に位置付けられていること。 

（右記「実施計画（抜粋）」参照） 

 

  （３）ワーキンググループは、協議会の下に置かれていること。（右記「設置要領（抜粋）参照」） 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 汚染土壌・地下水対策が終了したことにより、原状回復対策協議会の設置目的

がほぼ達成されることから、今後のあり方等について協議します。 

資料４ 

＜青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会設置要領（抜粋）＞ 

（設置） 

第１条 青森県との県境付近に発生した産業廃棄物不法投棄事案に係る現場の原状回復を進めるに

あたって、広く県民等に不法投棄廃棄物や汚染土壌の撤去及び原位置浄化対策の内容等を情報公開

するとともに、二戸市民等関係者の合意形成を図り、もって適正かつ円滑な事業の推進に資するた

め、青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

＜土壌委員会設置要領（抜粋）＞ 

第１条（設置） 

青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会（以下「協議会」という。）における検討事項

のうち、汚染土壌対策の具体的手法に関する技術的評価を行い、協議会の検討等に資するため、協

議会設置要領第８条の規定に基づき汚染土壌対策技術検討委員会（以下「土壌委員会」という。）を

置く。 

第２条（所掌） 

土壌委員会は、汚染土壌対策の具体的手法等に関する技術的評価を行うこととし、検討結果は協議

会に報告するものとする。 

＜ワーキンググループ設置要領（抜粋）＞ 

第２条（設置） 

青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会の下に県境不法投棄事案の教訓を後世に伝える

ための検討ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）を置く。 

＜二戸市要望事項（抜粋）（実施計画変更時：平成 30年１月４日）＞ 

事業完了にあたっては、原状回復対策協議会をはじめ、専門家の意見を取り入れながら検証・評価

を行い、広く県民に「安全宣言」を広報・周知していただくよう要望します。 

＜実施計画（抜粋）＞ 

Ⅰ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等を講ずる必要があると認められる事案 

５ 両県の本事案に関する認識と対策方針の共有 

（４） 原状回復対策協議会 

本県は、二戸市民等関係者の合意形成を図り、本現場の原状回復事業を適正かつ円滑に

推進するため、平成 15 年 7 月 15 日に「青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議

会」（委員長：斎藤徳美 岩手大学教授 以下「原状回復対策協議会」という。）を設置した

ところであるが、同協議会は、必要に応じ青森県において設置されている同旨の組織と共

同開催し、国の基本方針に沿った一体的な事業推進を図ることとしている。 

また、原状回復対策協議会における検討事項のうち、汚染土壌対策等の具体的手法に関

する技術的評価を行い、協議会の検討等に資するため、平成 18年 12月 16 日に「汚染土壌

対策技術検討委員会（委員長：川本克也 国立環境研究所資源化・処理処分技術研究室 室

長）を設置している。 
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参考資料１ 

前回協議会意見と対応方針（案）について 

 

１ 記録誌、跡地利活用、事案伝承関係 

No 第 85 回協議会（R4.7） 対応方針 

1 

【齋藤委員長】 

 子供たちの大半はこの事案について知らないというこ

とで、この事業の意味を伝えていくことが大事だと考え

ています。 

 

 我々がしなくてはならないのは、これからの人間の生

活をどんな風に持っていくか、新たな生活のあり方につ

いて係わる、この不法投棄の教訓がそこに繋がるのでは

ないかと、と改めて思いました。 

 引き続き、出前授業をはじめとし

た事案の伝承活動を実施していく。 

2 

【齋藤委員長】 

 これは大事な事業だと思いますが、事務局では記録誌

の分量をどのくらいで考えているのでしょうか。 

・既存の県の同様の記録誌では 200

～300 ページ程度 

 

・基本的なデータ整理 

 

・全量撤去方針の確立、住民合意の

形成過程、産官学民の連携、再発防

止策といった御指摘の点を踏まえて

記録誌の原稿を作成 

 

・協議会委員等関係者寄稿を募る。 

 

・令和５年度の発行及びインターネ

ット掲載を目指し、取り組んでい

く。 

 

・記録誌の検討を含め、原状回復後

も残る課題についての地元住民等に

よる「新たな検討の場」の設置につ

いて予定。 

3 

【齋藤委員長】 

 事業を進めていく上での県としての基本的な方針、岩

手方式というような、岩手県は有害であろうと無害であ

ろうと、庭に捨てられたものは全面撤去するという、基本

方針が当初から確立されて、それに合った形で進められ

てきました。 

 

この協議会が二戸市及び田子町の行政、住民が納得し

た形で県が進めていくという、そういう部分は教訓とし

て大いに強調して後世に残すべきです。 

4 

【生田委員】 

 私も、産官学民の連携が無ければこの事業は成功しな

いだろうと考えてきました。 

そういった連携や市民の対応というあたりを盛り込ん

でいただければと思います。 

5 

【齋藤委員長】 

 関係者の寄稿として、委員の皆さんから本音の指摘が

あってもよいと思います。 

6 

【笹尾委員】 

記録誌というのは非常に重要なものになると期待して

います。インターネットでも見られるようにしていただ

けるでしょうか。 
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No 第 85 回協議会（R4.7） 対応方針 

7 

【高嶋委員】 

 協議会における膨大な資料を簡略化せずに後世に残す

ような記録誌ができるといいなと思います。 

（前ページ No2～6 と同じ） 

8 

【簗田委員】 

 記録誌がいろいろな思いをまとめ上げていただくとい

うことに期待しています。こういった事案のモデルにな

ると思います。 

 

負の遺産を残さないというのは、これからの環境行政

にとって非常に意義があると感じています。 

9 

【藤田オブザーバー】 

事業終了後もアーカイブについて皆さんでしっかりと

協議していただいて、独自のものを作っていただければ

と思います。 

10 

【齋藤委員長】 

事実の羅列だけでは後世に残す意味がないと思います

ので、これからもディスカッションしながら作業を進め

ていただきたい。 

11 

【中澤委員】 

 どうしても水素活用をしなければいけないという前提

に立って調査を行っているような気がしているのです

が、太陽光発電だけではだめなのでしょうか。 

・ワーキングにおいて、原状回復後

の土地利活用について、植樹や再生

可能エネルギーでの活用を図るとい

った意見が出されているところ。 

 

・そのため、昨年度から県において

水素利活用に係る調査を実施（～

R5.3） 

 

・調査において、水素の需要地まで

遠い、発電された電気の連系が脆弱

との課題あり。 

 

・跡地利活用の検討を含め、来年度

原状回復後も残る課題についての地

元住民等による「新たな検討の場」

の設置について予定。 

12 

【藤原委員】 

 現場の一面が太陽光パネルで覆われると、「え、これで

本当にいいのだろうか？」と感じるのではないでしょう

か。 

13 

【齋藤委員長】 

 令和 5 年度以降の体制、当然この跡地利用の問題につ

いて言えば、それなりの組織はきちんとしなければなら

ない、協議会やワーキングという形ではなく、むしろ独立

して跡地について検討する、それなりのことは県が考え

て提示していただけると思います。 
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No 第 85 回協議会（R4.7） 対応方針 

14 

【藤原委員】 

 行政側として、認可した側にはどれぐらいの責任があ

って、どうなったのかということが、行政側とすれば責任

を感じているところです。 

 記録誌には、平成７年９月（青森県か

ら不法投棄の通報がなされた時点）か

ら平成 12 年８月（岩手県が三栄化学

に対する収集運搬業の許可を取り消し

た時点）までの行政対応の検証（「県境

産業廃棄物不法投棄対応検証委員

会」の検証結果。平成 15年３月）につ

いても掲載を予定している。 

15 

【中澤委員】 

 ウルシなどを植えた植栽試験地は今後どうなるのでし

ょうか。 

 植生の可否についての判断はすで

に終えているが、整形には影響ない場

所を選んであるので、そのまま生育を

見守っていくこととなる。 

16 

【笹尾委員】 

 原因者設置の旧堆肥舎について、例えば、太陽光パネル

などを設置する場合に、その時点で、県が撤去することに

なるのでしょうか。 

 事業者の跡地利用の具体的な計画

に基づいて、事業者が判断することに

なる。 

17 

【山本わか委員】 

 出前授業の中で、生徒さんの感想に、「未来責任」とい

う言葉が出てきたので、これにはすごく感動しています。

記録誌ができた場合は、この「未来責任」という言葉を是

非入れてもらいたいと思います。 

 出前授業をはじめとした事案の伝承

活動についても、記録誌に掲載する。

その中には、生徒からの感想等を記載

していく。 

 

２ 責任追及関係 

No 第 85 回協議会（R4.7） 対応方針 

1 

【生田委員】 

 この現場の事業終了と同時に、責任追及も終了

するのでしょうか。 

 原状回復事業終了にかかわらず、引き続

き、不法投棄原因者に対して徹底的な責任

追及を行っていく。 

2 

【山本わか委員】 

 この協議会が終了しても、責任回収の金額を知り

たいと思います。どのような形で報告されるのでし

ょうか。 

 責任追及の状況については、引き続

き、ホームページ等で公表する。 
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３ 1,4-ジオキサン対策、工作物の解体撤去・地形整形関係 

No 第 85 回協議会（R4.7） 第 37 回土壌委員会

（R4.11） 

対応方針 

1 

【齋藤委員長】 

 パワーブレンダー工法の６カ所は土壌委員

会において、１か月後で揺り戻しが無い状態

であれば、浄化が完了したものと判断して差

し支えないとご助言いただいたところです。 

・地下水等における

1,4-ジオキサン対策

が終了したことを承

認。 

 

・土壌委員会の設置目

的をほぼ達成したこ

とから、R5.3.31 付け

で同委員会を廃止す

ることについて承認。 

・第 86 回協議会で報

告する。 

 

 

 

 

 

 

※地形整形は R4.12

に終了見込み 

2 

【藤田オブザーバー】 

 産廃特措法が今年度で失効するが、今年度で

概ね基準を満足できそうだという報告を受け

て安堵している。協議会でのご意見を、事務局

でしっかりとまとめていただいて、事業終了に

向けて進んでいただければと思います。 

 

４ モニタリング関係 

No 第 85 回協議会（R4.7） 第 37 回土壌委員会

（R4.11） 

対応方針 

1 

【生田委員】 

 モニタリング期間について、事業終了後、

その環境が良好な状態を保っているかどうか

を見るのに、5年とか 10 年のスパンが必要で

あると思っていました。 

－ 

・土壌汚染対策法の

ガイドラインに準拠

し、環境基準以下の

状況であることを 2

年間確認すること

で、協議会及び土壌

委員会で了承済。 

 

・環境基準超過等が

あった場合に、関係

者に協議しながら適

切に対応する必要が

あることから、水質

アドバイザーを設置

予定としている。 

2 

【齋藤委員長】 

 特措法が終了し、また、地下水等の浄化が完

了ということであれば、原状回復対策協議会は

締めになるのだろうと考えています。ただし、

アドバイザー的な形で専門の方に、何かあった

ときにアドバイスいただくような形では残し

ていただきたい。 

 水質アドバイザー

の設置を予定してい

る旨報告 

3 

【齋藤委員長】 

 2 年間で異常が無ければ、まず大丈夫という

のが専門家のご指摘だとすれば、住民の方に了

解いただければ、それも一つの区切りかなとい

う気がいたします。この 2年間の間に何か異常

が起きた場合には、専門家と相談して、その先

のモニタリングをどうするかということも含

めて、県のほうで対応を検討すると理解しま

す。 

 



青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会設置要領 

（設置） 

第１条 青森県との県境付近に発生した産業廃棄物不法投棄事案に係る現場の原状回復を

進めるにあたって、広く県民等に不法投棄廃棄物や汚染土壌の撤去及び原位置浄化対策

の内容等を情報公開するとともに、二戸市民等関係者の合意形成を図り、もって適正か

つ円滑な事業の推進に資するため、青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌） 

第２条 協議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

 (1) 原状回復に向けた事業の安全性の評価をすること。 

 (2) モニタリング計画の立案及びモニタリング結果の評価をすること。 

(3) 廃棄物撤去後の土壌等の汚染レベルの評価をすること。 

 (4) 環境再生のあり方を調査・協議すること。 

 (5) 不測の事態が発生した場合の対応策を調査・協議すること。（ただし、協議会を招

集する時間的余裕が無い場合等においては、岩手県が実施した対応策等について速や

かに事後報告を受け、その対応策等を評価すること。） 

 (6) その他現場の原状回復を図るために必要な事項を調査・協議すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員をもって組織し、委員は次に掲げる者のうちから岩手県環境生活

部長（以下「部長」という。）が委嘱する。 

(1) 二戸市に居住する者 

(2) 青森県田子町に居住する者 

(3) 二戸市職員 

(4) 青森県田子町職員 

(5) 学識経験者 

２ 委員の任期は２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前

任者の残余期間とする。 

３ 部長が指定する者について、オブザーバーとして協議会への出席を依頼することがあ

る。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 協議会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選による。 

３ 副委員長は、委員長が選任する。 

４ 委員長は会務を総理し、会議の議長となる。 

５ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会は、委員長が招集する。 

２ 協議会は、委員の３分の２以上の出席がなければ開くことができないものとする。 
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３ 協議会の議事は、出席委員の全員一致で決することを原則とする。 

４ 議事について審議を続行しても、その可否について全員一致で決する見込みがないと

議長が認めたときは、前項の規定にかかわらず、議事は出席者の過半数で決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。 

５ 協議会は公開とし、岩手県情報公開条例（平成 11 年 12 月 17 日岩手県条例第 61 号）

の規定に基づき、会議録等を開示する。 

（代理出席） 

第５条の２ 委員のうち、第３条第１項第３号及び第４号による者（以下「市町委員」と

いう。）並びに部長が指定する団体に属する者は、本人が出席できない場合に限り、あら

かじめ指名する者（市町委員にあっては、部長が指定する職の者に限る。）を代理出席さ

せることができる。 

（意見の聴取）  

第６条 協議会は、委員の求めに応じ、委員以外の学識経験者若しくは専門家等の出席を

求め、その意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、岩手県環境生活部廃棄物特別対策室において処理する。 

（雑則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 15 年７月 15 日から施行する。 

（委員の任期の特例） 

２ 第３条第２項の規定にかかわらず、協議会設立時に就任する委員の任期は、平成 17

年３月 31 日までとする。 

３ この要領は、平成 16 年７月１日から施行する。 

４ この要領は、平成 17 年４月１日から施行する。 

５ この要領は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

SS17081158
テキストボックス
2



汚染土壌対策技術検討委員会設置要領 

（設置） 

第１条 青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会（以下「協議会」という。）にお

ける検討事項のうち、汚染土壌対策の具体的手法に関する技術的評価を行い、協議会の検

討等に資するため、協議会設置要領第８条の規定に基づき汚染土壌対策技術検討委員会（以

下「検討委員会」という。）を置く。 

（所掌） 

第２条 検討委員会は、汚染土壌対策の具体的手法等に関する技術的評価を行うこととし、

検討結果は協議会に報告するものとする。 

（組織） 

第３条 検討委員会は、環境生活部長（以下「部長」という。）が委嘱する委員をもって組織

する。 

２ 委員の任期は２年とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 検討委員会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選による。 

３ 副委員長は、委員長が選任する。 

４ 委員長は会務を総理し、会議の議長となる。 

５ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 検討委員会は、委員長が招集する。 

（意見の聴取）  

第６条 検討委員会は、第２条に定める所掌事項の審議に関し、必要に応じて委員以外の者

の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 検討委員会の庶務は、岩手県環境生活部廃棄物特別対策室において処理する。 

（雑則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、検討委員会の運営に関して必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 18年 12 月 16 日から施行する。 

２ この要領は、平成 24年 4 月 1 日から施行する。 
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県境不法投棄事案の教訓を後世に伝えるための検討ワーキンググループ設置要領 

（趣旨） 

第１条 県境不法投棄事案の発生や経緯、原状回復で得られた知見等不法投棄事案の教訓を後世に伝

え、不法投棄の再発防止や跡地の環境再生など今後の環境保全に資するための取組みを地域と連携

して検討する。 

（設置） 

第２条 青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協議会（以下「協議会」という。）の下に県境不

法投棄事案の教訓を後世に伝えるための検討ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」と

いう。）を置く。 

（所掌） 

第３条 ワーキンググループの所掌事項は、次のとおりとし、検討結果は協議会に報告するものとす

る。 

 (1) 原状回復の記録等の保存や活用のあり方及び現場跡地の環境再生のあり方を検討すること。 

 (2) その他教訓を後世に伝えるために必要な事項を検討すること。 

（組織） 

第４条 ワーキンググループ員は、次に掲げる者のうちから岩手県環境生活部長が委嘱する。 

(1) 二戸市に居住する者又は二戸市内の団体に所属する者 

 (2) 二戸市職員 

 (3) 学識経験者 

２ 任期は２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠ワーキンググループ員の任期は、前

任者の残余期間とする。 

（リーダー等） 

第５条 ワーキンググループにリーダー及びサブリーダー１人を置く。 

２ リーダーは、ワーキンググループ員の互選による。 

３ サブリーダーは、リーダーが選任する。 

４ リーダーは会務を総理し、会議の議長となる。 

５ サブリーダーはリーダーを補佐し、リーダーが欠けたときはその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 ワーキンググループの会議は、リーダーが招集する。 

２ リーダーは、必要があるときには会議に関係者を出席させることができる。 

（庶務） 

第７条 ワーキンググループの庶務は、岩手県環境生活部廃棄物特別対策室において処理する。 

（雑則） 

第８条 この要領に定めるもののほか、ワーキンググループの運営に関して必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要領は、平成 26年 12月 26日から施行する。 
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岩手・青森県境不法投棄事案（岩手県エリア）

における特定産業廃棄物に起因する支障の除

去等の実施に関する計画 

 

 

  平成 16 年 1 月 21 日 環境大臣同意 

  平成 25 年 3 月 26 日 環境大臣変更同意 

  平成 30 年 3 月 26 日 環境大臣変更同意 

 

 

 

 

 

岩   手   県 
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岩手・青森県境不法投棄事案の岩手県側エリアにおける、特定産業廃棄物に起因する支障の除

去等に関する特別措置法（以下「特別措置法」という。）第 4 条の規定に基づく実施計画（以下

「岩手県実施計画」という。）を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等を講ずる必要があると認められる事案 

１ 事案の名称 

   岩手・青森県境不法投棄事案（岩手県エリア） 

  

 ２ 事案の概要（詳細はⅣ参照） 

   不法投棄現場は、青森県田子町（11 ヘクタール）と岩手県二戸市（16 ヘクタール）に跨

る計 25 ヘクタールの土地で、当該土地の青森県側で産業廃棄物処分業（中間処理（堆肥化）、

最終処分）の許可を受けて事業を行っていた三栄化学工業㈱（本社：青森県八戸市・以下「三

栄化学」という。）が、中間処理により製造した堆肥偽装物等を不法投棄していたものであ

る。 

平成 11 年 11 月 30 日に岩手・青森両県警の合同捜査本部が強制捜査を行ったところ、縣

南衛生㈱（本社：埼玉県戸田市・以下「縣南衛生」という。）も共謀して不法投棄を行って

いた事実が判明したことから、両法人及びその代表取締役が廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和 45 年法律第 135 号。以下「廃棄物処理法」という。）違反の容疑で起訴され、平

成 13 年 5 月、盛岡地方裁判所は両法人を罰金 2 千万円（確定）、縣南衛生の代表取締役であ

った依田清孝を、懲役 2 年 6 月（執行猶予 4 年）、罰金 1 千万円に処する判決を下した。な

お、両法人の刑が確定した後、依田清孝は判決を不服として最高裁判所に上告したが、平成

16 年 6 月 18 日に上告が棄却され刑が確定している。（三栄化学の代表取締役であった源新

信重は保釈中に自殺し公訴棄却）。 

 

３ 投棄期間（特定産業廃棄物の該当事由） 

本現場における不法投棄物は、下記の理由により特別措置法第 2 条第 1 項に規定する「特

定産業廃棄物」に該当する。 

(1) 本現場（青森県側を含む。）における不法投棄の始期は確定していないが、平成 3 年 1

月に不法投棄行為者である三栄化学は、青森県から当現場内での産業廃棄物処理業（中間

処理（堆肥化））の許可（変更）を得たにもかかわらず、これまでの調査結果からは受入

廃棄物を適正処理した実績が認められない。 

(2) 現地の土地登記簿謄本から、昭和 62 年 5 月以降三栄化学の代表取締役であった源新信

重及びその関係者が、個人名義で本県側の土地を段階的に取得している。 

(3) これまで 5 年周期に撮影されてきた航空写真によれば、昭和 62 年時点では本県側の土

地改変は認められないが、平成 4 年時点では不法投棄が原因と思われる土地改変が認めら

れる。 

(4) 平成 12年 12月に措置命令により三栄化学が実施した試掘調査及び排出事業者等に対す
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る報告徴収の結果、排出事業者等が平成７年に処理委託した廃棄物が、当現場に不法投棄

されていることを確認している。 

以上の事実から、当現場での不法投棄は、少なくとも平成 10 年 6 月 15 日（廃棄物の処

理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成 9 年法律第 85 号）の施行日）前か

ら継続して行われていたと認められる。 

 

４ 投棄量等 

    本県側のエリアには、別図１のとおり特定産業廃棄物が投棄されており、平成 26 年 3 月

にその撤去を終了したことから撤去量が確定した。撤去した特定産業廃棄物の内訳は、特別

管理産業廃棄物その他これに相当する性状を有する特定産業廃棄物（以下「有害産業廃棄物」

という。）が 238,230 トン、有害産業廃棄物に該当しない特定産業廃棄物（以下「その他の

廃棄物」という。）が 119,901 トン、総量 358,131 トンとなっている。 

また、特定産業廃棄物に起因して汚染されている土壌の量の内訳は、有害産業廃棄物と同

程度に汚染されている土壌（以下「有害土壌」という。）が 36,694 トン、有害土壌に該当し

ない土壌（以下「その他の土壌」という。）が 108,620 トン、総量は 145,314 トンとそれぞ

れ推定している。 

なお、投棄量等はⅢ３(1)①の調査結果を基に、Ⅲ３(1)②ウにより推定した（廃棄物の確定

量及び汚染土壌の推定量並びにその内訳は別表６のとおり。）。 

    

５ 両県の本事案に関する認識と対策方針の共有 

(1) 合同検討委員会（別表３参照） 

両県は、学識経験者等による「青森・岩手県境不法投棄事案に係る合同検討委員会」（委

員長：南博方 岩手県立大学教授。以下「合同検討委員会」という。）を平成 14 年 6 月

15 日に設置し、同委員会において、本事案に効果的かつ早急に対応するため、必要な情

報交換及び対応策の検討を行った。 

合同検討委員会は、4 回開催され、平成 15 年 6 月 28 日に岩手県・青森県両県知事に対

する報告が行われた。 

本県は、この報告を踏まえ、本現場の原状回復等への対応を行っていくこととした。 

(2) 現場特性の認識 

    これまでの調査結果により判明した現場の特性は、表１のとおりである。 

なお、合同検討委員会報告においては、「現場の青森県側（西側）と岩手県側（東側）で

は投棄された廃棄物の種類、量、有害性、投棄形態等が異なることから、それぞれの特性

に応じた最も効果的な対策を講ずることとし、原状回復のために除去すべき廃棄物や対策

方法については、合同検討委員会の検討を踏まえて、両県がそれぞれの状況に応じて決定

する。」との基本的方針が示されているところである。 

(3) 対策方針の共有 

両県とも、現場の原状回復に関し、特定産業廃棄物及び特定産業廃棄物に起因して汚染
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されている土壌（以下「特定産業廃棄物等」という。）を全量撤去等することを基本的方

針としているものである。 

 
表１ これまでの調査結果で判明した現場の特性 

項 目 岩 手 県（東側） (参 考) 青 森 県（西側） 

投棄形態 場内が 16 ヶ所にブロック区分

ができるスポット的投棄。 

 ブロックごとにほぼ同一の有

害物質を含む廃棄物が一体不離

に投棄。（多種多様の廃棄物の混

合実態） 

エリア一帯に大量に投棄。 

  

地 形   地形上尾根部に位置し相対的

に標高が高く、周囲から水の流入

の可能性は少ないが、北東部の旧

河道へ流出する可能性がある。 

 相対的に標高が低く、沢部を中心

に流水がある。 

地下水  ボーリング調査の結果等から、

地下水位は概ね GL-5～8 メート

ルと低いが、地下水帯水層の厚さ

は十数メートルあるものと推定

される。 

 ボーリング調査の結果等から、地

下水は凝灰角礫岩を不透水層とし

て概ね GL-5～15 メートルの深部

に位置しており、地下水帯水層は十

数メートルあるものと推定される。

また、地下水の大局的な流れは、中

央谷部方向や西方への流れとなっ

ている。 

 

(4) 原状回復対策協議会(別表４参照) 

本県は、二戸市民等関係者の合意形成を図り、本現場の原状回復事業を適正かつ円滑に

推進するため、平成 15 年 5 月 15 日に「青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対策協

議会」（委員長：斎藤徳美 岩手大学教授 以下「原状回復対策協議会」という。）を設置

したところであるが、同協議会は、必要に応じ青森県において設置されている同旨の組織

と共同開催し、国の基本方針に沿った一体的な事業推進を図ることとしている。 

また、原状回復対策協議会における検討事項のうち、汚染土壌対策等の具体的手法に関

する技術的評価を行い、協議会の検討等に資するため、平成 18 年 12 月 16 日に「汚染土

壌対策技術検討委員会（委員長：川本克也 国立環境研究所資源化・処理処分技術研究室 

室長）」（以下「検討委員会」という。）を設置している。 
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Ⅱ 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等の推進に関する基本的な方向 

１ 特定産業廃棄物の早期処理の必要性 

(1)  基本的な考え方 

本現場においては、大量の有害廃棄物をはじめ多種多様な特定産業廃棄物が不法投棄さ

れ、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生じるおそれがあり、また、これらの特定産業

廃棄物の大宗は、首都圏から排出されたものであることから、本県は一方的な被害県であ

る。 

本県は、これらの汚染源の早期全量撤去が「住民の健康被害の防止と安心感の醸成」を

実現する最も効果的な対策であり、かつ、根本的な汚染拡散防止につながる最良の対策と

認識しており、早期全量撤去を、本現場の特定産業廃棄物の処理に関する基本的な方針と

位置付ける。 

(2) 医療機関から排出された廃棄物の確認 

平成 15 年 5 月、本現場において使用済みおむつ、未焼却の注射針等感染性の疑いがあ

る「医療機関から排出された廃棄物（以下「医療系廃棄物」という。）」が確認された。 

    この事実に基づき現場内調査を実施した結果、当該廃棄物の発見エリアのみならず、本

現場一体に広く医療系廃棄物が投棄されていることを確認した。このことからも、早期処

理が必要である。 

(3) 地域住民等の動き 

     地域住民等から、早期に不法投棄廃棄物を全量撤去するよう要望されており、これに

適切に対応する必要がある。  

① 地域住民の要望 

      地域住民は平成 15 年 4 月に「二戸自然と環境を守る会」を設立し、不法投棄廃棄物

の全量撤去を求めて活動を展開し、住民説明会、原状回復対策協議会等で強く全量撤去

を要望 

② 二戸市、二戸市議会等の要望 

ア 平成 13 年 5 月 23 日に二戸市は岩手県知事に対し、本事案の全容解明と撤去等必要

な措置を講じるよう要望 

イ 平成 14 年 6 月 11 日に二戸市は岩手県知事に対し、モニタリング調査の実施、迅速

な情報提供、不法投棄物の撤去、撤去後の跡地利用について適切な措置を講じるよう

要望 

ウ 平成 14 年 8 月 1 日に二戸市、二戸市議会議長、田子町、田子町議会議長は環境大

臣に対し、本事案の処理に対する国の積極的な技術的財政的支援について要望 

エ 平成 14 年 8 月 8 日に馬淵川流域の八戸市長、二戸市長外 11 町村長、11 農業協同組

合等理事長は、環境大臣に対し、本事案に係る汚染拡散防止対策等に対する国の積極

的な財政支援要望 

オ 平成 15 年 9 月 1 日に二戸市長は岩手県知事に対し、キャッピングの早期実施、特別

管理産業廃棄物の早期撤去等要望 
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③ 県議会の請願採択 

      平成 14 年 5 月 15 日に岩手県議会は、二戸市民及び田子町民から行われた本事案に係

る早期解決を求める請願(早期解決を国に対し強く働きかけること､地域住民が安心して

暮らせる対策を早急に講じること)を採択。 

 

２ 支障の除去等の考え方 

    特別措置法第 2 条第 3 項の規定に基づく「支障除去等事業」は、特定産業廃棄物等のすべ

てを対象とする。 

(1) 支障の除去等の考え方 

① 特別措置法第 3 条第 1 項の規定に基づき国が定めた基本方針において、「『生活環境の

保全上の支障が生じ、又は生ずるおそれがある』とは、社会通念に従って一般的に理解

される生活環境に加え、人の生活に密接な関係のある財産又は人の生活に密接な関係の

ある動植物若しくはその生育に何らかの支障が現実に生じ、又は通常人をしてそのおそ

れがあると思わせるに相当な状態が生ずることをいう。」と定義されている。 

これは、「行政処分の指針について」（平成 13 年 5 月 15 日付け（平成 15 年 8 月 12 日

改正）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知）において示され

た廃棄物処理法第 19 条の 5 第 1 項本文の解釈と同義であり、また、同通知においては

「安定型産業廃棄物が道路、鉄道など公共用の区域や他人の所有地に飛散、流出するお

それがある場合、最終処分場以外の場所に埋め立てられた場合なども当然に対象とな

る。」旨例示されている。 

② 本県側現場に最終処分場は存在せず、本現場内に存在する特定産業廃棄物はすべてが

不法投棄されたものであることから、本事案は「生活環境の保全上の支障が生じ、又は

生ずるおそれがある」に該当するものである。 

③ 本現場には高濃度の揮発性有機化合物のほか、重金属及びダイオキシン類による汚染

が確認されている。 

④ また、医療系廃棄物を混合した特定産業廃棄物が場内に広く投棄されている。 

現地はⅠ５表１に示した地域特性があり、こうした「汚染源」を現地に存置すること

は、生活環境上の支障の発生につながるとともに、住民不安を解消できないのみならず、

将来にわたる汚染拡散の危険を放置することとなる。このため、本県はこれまで、三栄

化学に対し、当現場に「投棄された廃油等すべての廃棄物について、当該廃棄物による

場内汚染状況の詳細な調査等を行い、当該廃棄物により汚染されたと認められる土壌を

含めて、平成 13 年 2 月 3 日までに撤去し原状を回復」すべき旨の措置命令を発出し、

その履行を強く求めてきたものであり、当該廃棄物及び土壌は特定産業廃棄物等に該当

するものである。 

(2) 支障の除去の目標及び完了確認手法 

支障の除去の目標及び完了確認に当たっては、各種環境基準への適合、その他の物理

的手法等により特定産業廃棄物等が存在しないこととし、その根拠となる調査結果及び
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評価内容を公表する。 

(3) 有害廃棄物の優先除去 

支障の除去に当たっては、有害廃棄物の撤去を優先的かつ早期に実施する。 

(4) 支障の除去に当たっての汚染拡散防止対策 

本県は、汚染源の早期全量撤去が最大の汚染拡散防止対策であるとの基本的考え方の下、

地形・地質特性、投棄特性等を踏まえ、緊急的対策、処理中の対策、長期的対策として適

切な汚染拡散防止措置を講ずることとしている。（具体的対策はⅢ３(4)のとおり） 
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Ⅲ 特定支障除去等事業その他特定産業廃棄物に起因する支障の除去等の内容に関する事項 

１ 特定支障除去等事業の対象（事業範囲の確定） 

本県が行うこととしている支障除去等事業は、Ⅱ２(1)に示したとおりであり、これを岩手

県実施計画に位置付け、特別措置法第 2 条第 4 項に規定する「特定支障除去等事業」の対

象とするものである。 

 

２ 特定支障除去等事業の実施予定期間 

特定支障除去等事業の実施スケジュールは表２のとおりであり、その概要は次のとおりで

ある。 

当初計画では、平成 24 年度の事業完了を目標としていたが、平成 21 年 11 月に環境基準

項目に追加された 1,4-ジオキサン濃度の低減（環境基準以下）が当初目標年度（Ｈ24）まで

に見込めない状況にあった。このため、平成 29 年度まで事業期間を延長して浄化対策を実

施した（第 1 回計画変更）ものの、なおその浄化対策に時間を要することから、事業期間を

再度延長して浄化対策を継続して実施する。（第 2 回計画変更） 

第 1 回計画変更は、それまでの 1,4-ジオキサン濃度の低減傾向を踏まえ、揚水対策を実施す

ることにより、浄化期間が 5 年程度要するものと考えられたが、一部に地下水の揚水量が少な

い等により、地下水中の 1,4-ジオキサン濃度が環境基準以下に低減しない地点があることから、

第 2 回計画変更ではさらに事業期間を 5 年間延長し、揚水対策等の必要な対策を講ずること

とするものである。(別表８参照) 

① 平成 15 年度から、緊急的対策としてキャッピング工（表面遮水）、その他の対策とし

て、場内県境付近等の土留め工、環境モニタリングを実施している（別図５，10，11，

20 参照）。 

② 有害産業廃棄物及び有害土壌（以下「有害産業廃棄物等」という。）の除去を優先的に

行うこととし、平成 15 年度から着手し、有害産業廃棄物の除去は、平成 24 年度に完了

した。なお、平成 24 年末にＰＣＢ廃棄物が含まれている廃油が入っているドラム缶 91

本を掘削した。ＰＣＢを含む廃油の処理施設は全国的にも限られており、ＰＣＢ汚染物

（ドラム缶等）については、適正に処理した。 

③ その他の廃棄物の撤去は、平成 21 年度から着手し、平成 25 年度末に完了した。 

④ その他の土壌の除去等（汚染水対策含む）、平成 21 年度から着手して平成 29 年度ま

でに完了する予定であったが、1,4-ジオキサンの対策になお時間を要し、平成 34 年度ま

でに完了する予定である。 
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表２ 事業実施のスケジュール 

 

 

３ 特定支障除去等事業における処理の方法に関する計画 

(1) 投棄の状況 

① 投棄状況の把握については、これまで次の調査を行ってきている。 

下記の調査のうち 12 年度､13 年度において実施した調査は、本県が発出した措置命令

に従い、行為者である三栄化学が全て実施した(別図３参照)。 

平成 12 年度 表層土壌ガス調査 

高濃度表層土壌ガス領域におけるボーリング調査、試掘調査 

平成 13 年度 地下水の流向流速調査 

不法投棄現場全域におけるトレンチ掘削調査 

（10 メートル間隔、筋状、深さ 5 メートル、総延長約 12 キロメート

ルの掘削を行った。：不法投棄廃棄物量を 150,000 立方メートルと

推定） 

廃棄物及び土壌の性状調査（トレンチ掘削調査により判明した廃棄物

及び土壌のサンプルを採取し、それらの性状を調査した。：特別管理

産業廃棄物を 25,000 立方メートルと推定） 

平成 14 年度 ボーリング等による地質、地下水などに関する詳細調査（トレンチ掘

削調査に加え、ボーリングにより廃棄物の分布状況を調査するととも

に、廃棄物の性状、見かけ比重調査を実施した。：不法投棄廃棄物量

を 188,000 トン、汚染土壌量を 83,800 トンと推定し、廃棄物量等が

増加） 

      平成 15 年度 医療系廃棄物調査（Ｂ工区（工区区分については、別図１を参照）か

ら感染性の疑いがある「使用済みのおむつ、注射針等」が発見された

ことに伴い、現場調査及び平成 13 年度実施のトレンチ掘削調査結果

を精査した結果、Ｂ工区の全域、Ｆ・Ｌ工区の地上堆積物（一部）か

ら感染性の疑いがある廃棄物が発見） 

また、現地測量及び航空写真の図化により現地地形図を作成のうえ、当地形図を 10

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

○ 汚染拡散防止対策

 キャッピング

 その他対策

○ 優先的除去

 有害産業廃棄物等

○ その他廃棄物

○ その他土壌

　　　　　　　 年度
 実施項目
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メートルメッシュに分割し、前記調査結果を反映させて 10 メートルメッシュごとの廃棄

物分布図を作成した。 

② これらの調査の結果、明らかとなった投棄の状況は次のとおりである(別図１参照)。 

ア 投棄形態 現場内 16 ヘクタールにスポット的に投棄 

イ 特定産業廃棄物の種類 

     特定産業廃棄物の種類・性状は、それぞれの投棄エリアごとに次に示すような一定

の方向性が認められる。 

(ｱ) 揮発性有機化合物（※）が混合された燃え殻・汚泥が主体 

※ 廃棄物処理法施行令第２条の４第５号に規定する「特定有害産業廃棄物」のう

ち、同号ヌ(1)（トリクロロエチレン）、(2)（テトラクロロエチレン）、(11)（ベン

ゼン）等 

(ｲ) 燃え殼が主体 

(ｳ) 汚泥が主体 

(ｴ) 堆肥様物が主体 

しかしながら、それぞれの投棄エリアにおいては、主体となる廃棄物のほか、医療系

廃棄物、包装材等の廃プラスチック類、廃棄食品、金属くず等多種多様な廃棄物が混合

され、投棄されている。（廃棄物分布及び投棄エリアごとのブロック区分は別図１，２

のとおり） 

ウ 投棄量（詳細は別表６のとおり） 

投棄量は、平成 13 年度実施のトレンチ掘削調査により、10 メートル間隔で廃棄物断

面図を作成し、平均断面法により廃棄物投棄量を 150,000 立方メートルと推定し、さ

らに、トレンチ掘削調査で把握できなかった範囲について、平成 14 年度にボーリング

調査並びに廃棄物及び土壌の性状調査を実施し、平成 15 年度の医療系廃棄物調査を加

味して平均断面法により投棄量の修正を行い、廃棄物の投棄量を 188,000 トン、汚染

土壌量を 83,800 トンとそれぞれ推定した。 

その後、平成 20 年度に廃棄物撤去の進捗に伴い廃棄物の見掛け比重が大きくなるこ

とが判明したこと及び廃棄物の有無が不明確であった箇所において廃棄物が確認され

たことから、廃棄物投棄量が増加し、最終的に廃棄物の投棄量が 358,131 トンとなった。

また、汚染土壌量も詳細な調査の結果 145,314 トンと推定している。 

特定産業廃棄物（確定） 

有害産業廃棄物                 234,209 トン 

医療系廃棄物で有害産業廃棄物に準じて扱うもの      4,021 トン 

  その他の廃棄物                  119,901 トン 

              計           358,131 トン 

特定産業廃棄物に起因して汚染されている土壌（推定） 

  有害土壌                           36,694 トン 

その他の土壌                      108,620 トン  

計                145,314 トン 
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(2) 基本的な処理方法 

Ⅱ１(1)のとおり、本県の特定産業廃棄物の処理に関する基本的方針は早期全量撤去で

あり、特定産業廃棄物に起因して汚染されている土壌の処理については原位置浄化手法

の導入をも考慮しながら、本現場における最も合理的な手法によりその処理を行う。 

また、処理に当たっては、不測の事態が生じた場合にあっても迅速かつ適切に対応し

得る体制をとる。 

   特定産業廃棄物等の処理方法に関する基本的方針は次のとおりとした。 

① 自県（圏）内の既存の廃棄物処理施設（民間・市町村等の施設）において焼却、焼成、

溶融のいずれかの加熱処理をすること。 

② Ⅲ２表２のとおり、事業開始から約 10 年間で除去を完了する計画とし、受入能力が大

きい既存の廃棄物処理施設を核施設とし、さらに処理可能な複数の既存施設と組み合わせ

て処理をする。 

③ 適正かつ効率的な処理の確保のため、必要に応じて現地に選別施設、保管施設等を設

置する。 

上記の基本方針を踏まえた技術提案を募集するに当たっては、平成 16 年 1 月に学識経

験者等で構成する「企画提案（プロポーザル）審査委員会」を設置し、同委員会におい

て審査基準の検討を行い、平成 16 年 3 月に具体的処理方式等の最適案を選定した（別表

５参照）。 

なお、Ⅲ２に記載した通り、1,4-ジオキサンが平成 21 年度に環境基準に追加されたこ

と、また廃棄物掘削量の増加に伴い、平成 24 年 11 月 15 日及び平成 25 年１月 26 日に開

催した原状回復対策協議会において処理方法について支障除去等の効率性、期間、費用等

の面から検討を行い、引き続き上記の処理方法に基づき事業を実施することについて了解

をいただいた。（平成 25 年 3 月第 1 回計画変更） 

また、1,4-ジオキサンの処理については、平成 29 年 3 月 18 日に開催した原状回復対策

協議会において、浄化対策になお時間を要する場合に備え、事業期間を再度延長すること

も視野に入れ浄化対策を継続実施することについて提言をいただいた。 

(3) 特定産業廃棄物等の処理 

① 撤去（別図５，６，７，８，９参照） 

ア 掘削形態 

特定産業廃棄物等の撤去のための掘削は、勾配のある地形特性を有効に活用し、地

盤上面からではなく、特定産業廃棄物の最深部を施工基面とし、形態として堀割を造

るように作業を進めている。 

イ 撤去作業 

撤去作業は、ブロック単位で行うことを基本とし、特に有害産業廃棄物が大量に投

棄されているブロックから優先的に行う。 
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表３ 優先的に撤去すべきブロックの例(別図４参照) 

有害産業廃棄物 Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｆの一部、Ｌの一部、Ｎの一部 

有害土壌 Ｎの一部 

ウ 撤去作業の進行に応じたキャッピング管理方法等 

(ｱ) シートの開放面積 

撤去作業を行うに当たり、作業エリアにおいて開放するシートの面積は、0.2 ヘ

クタール程度を基本とする。 

(ｲ) 再キャッピング等 

ⅰ 撤去作業完了後、工事用道路路面を除き、再度キャッピングを行う。 

ⅱ 支障の除去の完了を確認した上で、必要に応じて覆土を行う。 

ⅲ 覆土を行った後、シートを撤去する。 

エ 汚染水対策 

掘削時に発生する汚染水の集排水については、引き続き適切かつ効果的な集約管理

を行うとともに、場外搬出処理を基本とし、発生水量に応じて現場内において水処理

を実施する。平成 24 年度に水処理施設が完成した以降は、現場内で発生した汚染水を

処理するため、適切に施設等の維持管理を行う。 

現場内で 1,4 ジオキサン対策として揚水工を実施するため、200 トン/日規模の処理

能力がある水処理施設を設置し、平成 25 年 4 月から稼動している（別表７参照）。 

1,4-ジオキサンは、分解処理が困難な水質成分であるが、現状の技術では一般的に

促進酸化処理法が適用可能と評価されており、第 18 回検討委員会（平成 24 年 9 月

25 日）での審議を踏まえて処理方式を促進酸化処理法に決定した。 

② 運搬 

掘削された特定産業廃棄物等（以下「撤去物」という。）の運搬に当たっては、運搬経

路上の市町村等の意見を尊重し、安全対策に万全を期すとともに、廃棄物処理法第 12

条第 1 項に規定する収集、運搬等の基準その他の基準を遵守する。 

特に、運搬対象となる撤去物には、医療系廃棄物、揮発性の有害な廃油（特定有害産業

廃棄物）等が含まれていることから、これらを安全確実に運搬するため、基本的に密閉性

が高く飛散、流出等を防止する構造の運搬容器を使用する。 

③ 処理 

ア 処理方法 

撤去物の処理は、基本的に自県（圏）内の既存施設（民間・市町村等施設）におい

て行うこととするが、当該撤去物の大部分は有害産業廃棄物等であることから、これ

らを安全確実に処理するため、高温加熱による焼却、焼成、溶融のいずれかの方式に

より処理することとし、表４の処理施設で処理を行っている。 

なお、処理に当たっては、廃棄物処理法第 12 条第 1 項に規定する処分基準その他の

基準を遵守する。 
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表４ 処理施設別処理量（平成 26 年 3 月 26 日確定） 

 

イ 現地選別、保管等（別図 13，14，15 参照） 

多種多様な特定産業廃棄物等の処理を適正かつ効率的に行うため、必要な選別施設、

保管施設等を現地に設置した。 

なお、選別、保管等に当たっては、廃棄物処理法第 12 条第１項に規定する処分基準

その他の基準を遵守する。 

ウ 有害土壌等の原位置浄化 

        有害土壌等を原位置で効率的かつ効果的に浄化できる方法については、検討委員会

において選定・評価を行った（別表７参照）。 

その結果、原位置浄化は、単一の技術で対応するのではなく、複数の技術を組み合

わせて対応することが適切との評価となった。 

これを踏まえ、不飽和帯については、汚染の度合いに応じて、場内施設処理（ホッ

トソイル工法）、場外施設への搬出処理、飽和帯については、原位置抽出（揚水曝気）、

原位置分解（バイオレメディエーション）、フェントン工法などを導入することとした。 

なお、浄化の確認方法については、土壌汚染調査マニュアルに基づき 30 メートル

メッシュ毎に土壌汚染が確認された深度まで 1 地点ボーリングし、１メートルごとに

土壌の溶出試験を実施し、土壌環境基準値を満たしていることを確認した。 

不飽和帯の汚染域は、必要に応じて鋼矢板を打設して汚染土壌を掘削・除去し、生

石灰混合法で場内処理し、環境基準以下であることを確認後、埋め戻し等に活用して

いる。 

エ 覆土 

        特定産業廃棄物等の除去後は、土壌環境基準を満たす土砂等により必要に応じて覆

土を行っている。 

(4) 汚染拡散防止対策 

Ⅱ２(4)に基づく具体的な対策は、以下のとおりである。 

① 緊急的対策 

本現場での雨水の地下浸透を防止し、新たな汚染水の発生を抑制するとともに、地下

水位の低下を図るため、キャッピングを施すほか効果的な雨水集排水対策を行う等、地

処理施設名 処理方式 処理量（ｔ） 処理期間

太平洋セメント ロータリーキルン（焼成） 241,765 Ｈ16～Ｈ25

釜石市清掃工場 溶融炉 2,883 Ｈ18～Ｈ22

盛岡紫波清掃センター 溶融炉 7,287 Ｈ18～Ｈ22

エコシステム秋田 ロータリーキルン（焼成） 56,555 Ｈ19～Ｈ25

三菱マテリアル ロータリーキルン（焼成） 30,324 Ｈ20～Ｈ25

いわて県北クリーン ストーカー式焼却炉 12,630 Ｈ20～Ｈ25

クボタリテックス ストーカー式焼却炉 391 Ｈ16

その他 － 12 Ｈ25

自主撤去 焼却 6,284 Ｈ16～Ｈ19

358,131合計
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下水による汚染拡散の防止措置を講ずる（別図５参照）。 

② 処理中の対策 

ア 汚染水対策 

      Ⅲ３(3)①エの対策を講ずる。 

イ 周辺への汚染拡散防止対策                       

(ｱ) 北東部の旧河道については、合同検討委員会報告で汚染拡散防止対策の検討を要

する旨指摘されていることから、適切な汚染拡散防止対策のため、鋼矢板の敷設に

よる止水を行うなど必要な措置を講じている。 

(ｲ) 県境(南北方向)付近については、撤去作業に伴う法面崩壊等を防止するため、あ

らかじめ遮水性を有する土留工等を設置するなど必要な措置を講じている。 

(ｳ) 以上に加えて、鋼矢板による土留工等、集水機能を有する井戸の設置、地下水等

の集排水機能を有した暗渠、集水エリアを考慮した表流水の貯留池の設置など必要

な措置を講じている（別図 16，15，18，19 参照）。 

ウ 粉じん等対策 

      大気モニタリング等の調査結果に基づき、必要な措置を講じている。 

③ 長期的対策 

特定産業廃棄物等の除去完了後、表流水及び地下水がともに東側に流下するよう、県

境(南北方向)を概ねの頂点として東側に次第に低くなるよう地形整形や地盤改良など必

要な措置を講ずる。 

（5）地下水汚染対策（別図 19、20、別表７、８参照）  

        不法投棄廃棄物に起因する 1,4－ジオキサンは水によく溶けることから、土壌の空隙に

ある水に含まれており、また、地中での原位置浄化は非常に難しいため、汚染地下水を揚

水し、水処理施設にて地下水質を環境基準値以下に浄化し、放流する。また、新たに揚水

する地点は、原因物質の調査を行ったうえで決定する。 

この方針については第 18 回検討委員会（平成 24 年９月 25 日）で審議され、第 54 回原

状回復対策協議会（平成 24 年 11 月 15 日）で報告し、承認されている。 

また、揚水対策開始後、地下水の汚染濃度が低下しない地点があったことから、Ａ、Ｄ、

Ｊ、Ｋ、Ｎの各区に集水井戸（直径２～３メートル程度）を設置するとともに、地下水を

涵養するための貯水池や集水井戸から透水性地層に沿って有孔管（集水管）等を設置し、

地下水の集水を強化した。 

(6) その他安全対策等 

特定支障除去等事業に当たっては、労働安全衛生関係法令に基づく基準を遵守し、労働

安全対策、災害防止対策等に万全を期す。 

また、事故時・緊急時などにおける委託事業者、県、地域住民などの役割や関係者間の

連絡体制などについては、異常時・緊急時等対応マニュアルを策定し、人命の尊重及び被

害拡大防止を基本として、関係機関と連携を図っている。なお、これらのマニュアルにつ

いては、事業を進める中で、必要に応じ、適宜見直しを行うことにしている。 
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(5) 青森県との連携 

     青森県と連携し、次の事項を中心に適時適切に必要な調整を行う。 

① 工事の進捗管理・共同施工 

② 情報の共有 

③ 場内設置施設の共同利用 

④ 交通対策 

⑤ 除去・汚染拡散防止対策の効果測定（モニタリング）結果の公表等 

(8) 環境再生 

最終的な環境再生の形態は、今後、原状回復対策協議会の意見を聴取した上で決定する。 

なお、実施計画の第 2 回変更に当たっては、これらの対策について学識経験者で構成さ

れる岩手県環境審議会に平成 29 年 3 月 22 日に諮り、平成 29 年 5 月 10 日に県の実施す

る事業は妥当である旨の答申をいただいている。 

 

４ 特定支障除去等事業に要する費用等 

(1) 事業費 

25,482 百万円を見込んでいるところであり、その内訳は、表５のとおりである。 

 

表５ 事業費概算

 

 

項　　目 事業費 備　　考

選別施設建設費 757百万円

場内道路等インフラ設備建設費 167百万円

汚染拡散防止対策費 894百万円
H30年度以降：周辺水質等モニタリング（139百
万円）

廃棄物撤去費 11,607百万円

汚染土運搬・処理費 31百万円

廃油汚染対策費
（廃油撤去、現地浄化）

6,852百万円
H30年度以降：汚染水処理施設（744百万円）、
水銀対策（760百万円）

掘削・水処理等ランニング費用 4,527百万円
H30年度以降：施設撤去・跡地整形（914百万
円）

施工監理費 793百万円

一般事務費 127百万円 H30年度以降：一般事務費（25百万円）

寄付金等調整額 △273百万円

合　　計 25,482百万円 H30年度以降：事業費（2,582百万円）

※　詳細は別表９を参照
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(2) 費用の徴収の見込及び実績 

本県は、措置命令の履行確保手段として、前例の無い民事的手法の活用、具体的には特

定産業廃棄物の処分を行った者(以下「行為者」という。)である三栄化学の財産に対する

民事保全法に基づく仮差押を行うことにより、措置命令を履行（一部）させてきたところ

である。 

しかし、三栄化学は清算法人となっており、措置命令を履行する資力を有していない。

そのため、代執行を行い、三栄化学及び三栄化学元役員に対して代執行費用に係る納付命

令を発出し、差押えた財産の換価を行っている。(詳細はⅣ１(3)③に記載) 

また、廃棄物処理法に違反する排出事業者等に対して納付命令を発出するとともに、排

出事業者等からの自主撤去相当額の費用拠出の申出を受け入れている。(詳細はⅣ２(3)に記

載) 

    なお、処分者等から費用の徴収がなされた場合には、出えん額を特定支障除去等事業に要

する費用で除した割合を当該徴収された金額に乗じて得られる額を適正処理センター又は

国に返還することとする。 
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Ⅳ 特定産業廃棄物の処分を行った者等に対し県が講じた措置及び講じようとする措置の内容 

１ 行為者の責任追及 

(1)  行為者に関する事項 

      当該事案に係る行為者は、以下の4法人（各法人関係役員（個人）6名にも措置命令発出）

となっている。 

①  行為者その１＝三栄化学の許可の経緯及び事業の実施状況 

ア 許可の状況 

三栄化学は、昭和 56 年 8 月から平成 12 年 8 月の許可取消しまでの間、本県知事か

ら産業廃棄物収集運搬業の許可を取得（処理業の許可は青森県知事から昭和 56 年 5

月取得済み）し、事業活動を展開していた。 

なお、同社は平成13年5月から清算手続に入っており、現在清算法人となっている。 

 

表６ 三栄化学の許可状況 

 岩手県知事からの許可取得状況 参考：青森県知事からの許可取得状況 

昭和56年8月 

 

 

 

平成2年5月 

 

 

 

平成5年2月 

 

 

 

 

 

 

 

平成12年2月 

平成12年8月 

収集運搬業（汚泥）（有害

物質を含有しないものに

限る） 

 

 

収集運搬業更新許可（特別

管理産業廃棄物を除く） 

 

 

収集運搬業更新許可及び

変更許可（燃え殻の追加） 

（特別管理産業廃棄物を

除く） 

 

 

 

 

収集運搬業更新許可 

許可取消し処分 

昭和56年5月 

 

平成元年1月 

平成元年2月 

 

 

平成3年1月 

 

 

 

平成8年1月 

 

平成9年3月 

 

平成9年12月 

 

 

平成12年8月 

処理業（収集運搬・最終処分）許可 

処理施設設置届出受理 

処理業（収集運搬・最終処分）更新許

可 

処理業変更許可（燃え殻追加） 

 

 

処理業変更許可（中間処理を追加）（有

害物質を除く） 

 

 

処理業更新許可 

 

処理業変更許可（動植物性残さを追加）

（有害物質を除く） 

処理業変更許可（ばいじんを追加）（有

害物質を除く） 

 

許可取消し処分 

 

(ｱ)  上記表６のとおり、三栄化学は、本県域内では、収集運搬業のみの許可を有してお

り、かつ、当社の事業所所在地は青森県八戸市内及び青森県三戸郡田子町内となって

おり、本県内には事業所はなかった。 

(ｲ)  三栄化学の関連会社である三栄興業㈱(本社所在地：青森県三戸郡田子町。以下「三

栄興業」という。)は、三栄化学の青森県三戸郡田子町地内の事業所の隣接地である

岩手県二戸市地内に特殊肥料生産事業場を設置し、三栄化学は、自社事業所内中間処
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年5月の産業廃棄物収集運搬業の許可を埼玉県知事から取得して以来、中間処理業（焼

却・圧縮減容）の許可、特別管理産業廃棄物処理に係る収集運搬及び中間処理の許可な

ど次々と取得し、当該事案に係る摘発を契機として平成12年12月、埼玉県知事に業の廃

止届を提出している。 

      なお、同社は、平成12年10月に浦和地方裁判所から破産宣告決定されている。 

イ 具体的行為内容等 

   縣南衛生は、首都圏を中心として有害産業廃棄物（汚泥・廃油類・感染性廃棄物）を

はじめ、多様な産業廃棄物を焼却、あるいは圧縮減容による中間処理を行う名目で処理

委託を受けたものを、三栄化学に対して違法に処分の再委託をしていた。 

④  行為者その４＝東奥環境㈱ 

ア 許可の状況等 

         東奥環境㈱（本社所在地＝青森県八戸市 以下「東奥環境」という。）は、青森県知

事や埼玉県知事から産業廃棄物収集運搬業の許可を取得（本県知事の許可は取得してい

ない。）していた業者である。 

イ 具体的行為内容等 

        東奥環境は、縣南衛生から違法に処理委託を受け、縣南衛生が焼却処理を行うことと

して処理委託を受けた有害産業廃棄物（廃油）を、本現場に運搬し、その結果不法投棄

された。 

(2) これまでの県の対応と措置の状況 

① 当該事案発覚の経緯 

ア 平成5年9月、当該事案とは別件の不法投棄事案であるが、三栄化学が、当該不法投棄

現場の隣接地において、燃え殻､汚泥等約60トンを不法投棄していた事実が判明し、本県

では平成8年3月に同社に許可していた収集運搬業の20日間事業全部停止の処分を行った

（青森県では、平成8年11月に収集運搬業及び処分業の30日間事業全部停止の処分を行

った）。 

イ 平成10年12月、本県農政部農業普及技術課(当時)から生活環境部環境整備課(当時の廃

棄物担当課)に、三栄興業から特殊肥料の生産業者の届出があり、現地調査及び成分分析

を行った結果、「成分からはカドミウム・水銀・ヒ素が検出されたこと、原料が産業廃

棄物であることは明白、野積み状態であることから環境汚染が懸念されること」などが

伝えられた。 

ウ 上記情報に基づき、平成11年1月初旬に岩手県二戸保健所が三栄興業に立入検査し、状

況確認し、廃棄物処理法第18条第1項に基づく報告徴収を行った。 

      （現場：三栄化学が中間処理(バーク類と特定産業廃棄物の混合)した後の堆肥様物を、三

栄興業は、事業所内に野積みしており、浸出水が地下に浸透していることが判明） 

エ 三栄興業から同年1月末に報告書の提出があり、平成11年5月末までに浸出水対策を講

じることなどが報告された。 

        なお、堆肥様物については、三栄化学から堆肥原料として買取りしたこととしていた

が、製品化の途上にあるとし、販売実績はないと記載されていた。 

オ この検査を契機として、いわゆる有価物偽装による不法投棄の疑いが生じ、以後、岩

手 

県二戸保健所が継続的に監視及び周辺の水質検査などを行い、平成11年4月の事業所立入
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検査の結果、重機による作業及びダンプトラック(所有者、ナンバー等不明)による特定産

業廃棄物の搬入の実態を把握するとともに、有機性汚泥、動植物性残渣、動物のふん尿

の投棄を示唆する水質データが得られた。 

② 警察本部による捜査、立件 

ア 上記の継続的な監視等による現状把握に基づき、岩手県二戸保健所では、平成11年6

月に、二戸警察署に事態の概要を説明した結果、以後、岩手県警察本部によるいわゆる

内偵捜査が開始されたことから、行政庁としての指導監督等は自粛し、推移を見守るこ

ととした。 

イ 岩手県警察本部では、以後の内偵捜査結果に基づき、平成11年11月、青森県警察本部と

の合同捜査本部を組織し、本格捜査に着手した。 

ウ その結果、平成12年5月に、岩手県警察本部が、三栄化学及び縣南衛生を摘発、両法人

の代表取締役2名を逮捕した。  

      エ 平成13年5月、盛岡地方裁判所において、次のとおりの判決が下され、その後、依田清

孝は最高裁判所に上告を行ったが、平成16年6月18日に棄却されたものである。 

(ｱ) 両法人              罰金 2千万円 

(ｲ) 依田清孝（縣南衛生 代表取締役）罰金 1千万円 懲役2年6ヶ月(執行猶予4年) 

(ｳ) 源新信重（三栄化学 代表取締役）死亡により公訴棄却 

③ 三栄化学の許可取消 

      平成12年に、青森県や二戸市と合同で三栄化学及び三栄興業に立入検査を行い、岩手県

警察本部による摘発後の同年８月に、三栄化学の収集運搬業の許可を取消した。（青森県

も平成12年8月、三栄化学の収集運搬業及び処分業の許可を取消した。） 

(3) これまでに県が講じた措置と行為者の対応 

① 措置命令等の状況 

      行為者に対しては、これまで表７のとおりの命令を行っている。 

② 措置命令以外の行政対応の状況 

ア 債権申立 

       平成12年10月の縣南衛生の破産決定を受け、本県では、措置命令の履行確保のため、

平成13年1月、措置命令（廃油入りドラム缶及び汚染土壌の撤去）履行に係る所要額とし

て算定した262,959,900円を破産債権として、浦和地方裁判所に対して申立を行い、210

万円の配当を受けた。 

イ 民事保全法に基づく財産仮差押 

平成13年2月に、本県では、被措置命令者である三栄化学に対して再三にわたる命令履

行の督促・指導が功を奏しないこと、また、今後、同社の保有財産が散逸(他者移転など)

し事実上履行不可能となることが懸念されたことなどから、民法上の事務管理により緊

急的な対策（措置命令の中でも特に緊急を要する措置）を講じさせるとともに、以後の

確実な履行及び費用求償を確保するため、当時の同社保有財産の一部（縣南衛生への債

権申立額と同額）について、民事保全法に基づき盛岡地方裁判所に対して仮差押の申立

を行い、同年3月に決定を受けた。 

  ＜財産保全内容(債権(預金)及び不動産)＞ 

     ・ 預 金 148,522,035円 

     ・ 不動産 114,435,865円  合計 262,959,900円 
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③ 行為者の対応状況 

これまでに次の措置を講じさせたが、三栄化学は清算法人となっており、資金の枯渇に

より措置命令の履行が困難となったため、平成15年から代執行に着手し、平成28年度まで

の代執行費用として約220億円の納付命令を発出している。 

代執行費用の回収状況として、三栄化学の銀行預金や八戸市内本社不動産などを差押・

換価して約820万円(平成28年度末時点)を回収している。また、三栄化学元役員に対しても

平成21年度から納付命令を発出し、財産の差押・換価により、約9,420万円(平成28年度末

時点)を回収している。  

＜措置命令の履行状況（いずれも清算人又は破産管財人による履行）＞ 

    ア 三栄化学仮差押財産の使用による履行状況 

   平成 13 年 4 月 現地地下水等の流向流速状況調査（汚染拡散防止の基礎調査） 

金額  1,585千円 

平成13年6月 野積み状態の燃え殻類の緊急撤去  金額 82,190千円 

      平成13年10月 トレンチ掘削調査         金額 55,068千円 

       平成13年11月 現場維持対策工事         金額 9,459千円 

                            合計額 148,522千円 

  イ 縣南衛生の申立債権を使用した履行状況 

       平成14年10月 土壌浄化方策の調査(触媒酸化法による土壌浄化試験) 

所要額 2,000 千円 

  



21 

表７ 行為者に対する措置命令の状況等 

被命令者 命令 命 令 日 命令の内容 対応状況 

  
改善命令 平成 12 年 6 月

22 日 
燃え殻、RDF、鶏糞、燃え殻ｺﾝｸﾘｰﾄ

固化物及びゴミ混じり堆肥様物並び

に汚染土壌の処分 

○鶏糞を場内ｺﾝｸﾘｰﾄ地盤に移動 

  
○燃え殻ｺﾝｸﾘｰﾄ固化物処分 

  
○ゴミ混じり堆肥等は現状放置 

三栄化学 
措置命令 平成 12 年 6 月

22 日 
廃油入りドラム缶、汚染土壌撤去 ○廃油入りドラム缶処分（委託） 

及び 
○汚染土壌は現状放置 

三栄興業 
措置命令 平成 12 年 5 月

12 日 

燃え殻、RDF 及びゴミ混じり堆肥様

物並びに汚染土壌の撤去 

○いずれも現状放置 

  措置命令 平成 12 年 8 月

10 日 

燃え殻、RDF 及びゴミ混じり堆肥様

物並びに汚染土壌の撤去 

三栄化学 

措置命令 平成 12 年 10 月

3 日 

不法投棄全容解明調査の実施及び

新たに発見されたものも含め、全て

の廃棄物と汚染土壌の撤去 

○トレンチ掘削調査を実施（委託） 

○廃棄物及び汚染土壌は現状放置 

三栄化学  
改善命令 平成 12 年 6 月

22 日 

燃え殻、RDF、鶏糞、燃え殻ｺﾝｸﾘｰﾄ

固化物及びゴミ混じり堆肥様物並び

に汚染土壌の処分 

○鶏糞を場内ｺﾝｸﾘｰﾄ地盤に移動 

代表取締役 
○燃え殻ｺﾝｸﾘｰﾄ固化物処分 

 源新 信重 
○ゴミ混じり堆肥等は現状放置 

  措置命令 平成 12 年 5 月 5

日 

廃油入りドラム缶、汚染土壌撤去 ○三栄化学が廃油入りドラム缶処分 

  ○汚染土壌は現状放置 

  措置命令 平成 12 年 5 月

12 日 

燃え殻、RDF 及びゴミ混じり堆肥様

物並びに汚染土壌の撤去 

○いずれも現状放置 

縣南衛生 

措置命令 平成 12 年 5 月 5

日 

廃油入りドラム缶、汚染土壌撤去 ○三栄化学が廃油入りドラム缶処分 

○汚染土壌は現状放置 

縣南衛生  
措置命令 平成 12 年 5 月 5

日 

廃油入りドラム缶、汚染土壌撤去 ○三栄化学が廃油入りドラム缶処分 

 代表取締役 
○汚染土壌は現状放置 

 依田 清孝   

東奥環境 

措置命令 平成 12 年 5 月 5

日 

廃油入りドラム缶、汚染土壌撤去    ○廃油入りドラム缶処分（委託） 

○汚染土壌は現状放置 

東奥環境 
措置命令 平成 12 年 8 月

10 日 

廃油入りドラム缶、汚染土壌撤去 ○廃油入りドラム缶処分（委託） 

代表取締役 
○汚染土壌は現状放置 

 張間 雅純   

三栄化学  
措置命令 平成 12 年 8 月

10 日 

廃油入りドラム缶、燃え殻、RDF、ゴ

ミ混じり堆肥様物及び汚染土壌の撤

去 

○いずれも現状放置 

 役員 

源新 勝明 

濱田 尚孝 

濱田 千恵子 

 

 



    

２ 排出事業者等の責任追及の状況

(1) 排出事業者等の責任追及の考え方

      行為者に対する責任追及と併せ、本県は、行為者に処分委託を行った関係事業者（排出事

業者及び中間処理業者など）に対しても、廃棄物処理法第３条第１項及び同法第

に規定する事業者の責務及び排出事業者責任の原則に基づき、処分委託の過程において何ら

かの違法性があった場合には、厳正にその責任を追及することとしている。

(2) 排出事業者等の把握調査の状況

① 

県は青森県と共同して、三栄化学及び縣南衛生の警察押収資料、管財人等が保管していた

産業廃棄物管理票

者から各県等に提出された年度別事業実績報告書などをもとに、三栄化

処分委託していた事業者の把握

の一部が廃棄されたこともあり、事業者を把握するのは困難であったが、残された書類に

記載された排出事業者等への報告徴収等により関連する事業者の把握に努めた。

② 

おり、当該事業者に対し両県連名で報告徴収を行ったところである。

③ 

年
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(3) 調査結果と対応の状況

①  

て広く責任を追及するとの方針の下、平成

排出事業者等の責任追及の状況

排出事業者等の責任追及の考え方

行為者に対する責任追及と併せ、本県は、行為者に処分委託を行った関係事業者（排出事

業者及び中間処理業者など）に対しても、廃棄物処理法第３条第１項及び同法第

に規定する事業者の責務及び排出事業者責任の原則に基づき、処分委託の過程において何ら

かの違法性があった場合には、厳正にその責任を追及することとしている。

排出事業者等の把握調査の状況

 本現場の特定産業廃棄物から排出事業者等を把握することには限界があることから、本

県は青森県と共同して、三栄化学及び縣南衛生の警察押収資料、管財人等が保管していた

産業廃棄物管理票

者から各県等に提出された年度別事業実績報告書などをもとに、三栄化

処分委託していた事業者の把握

の一部が廃棄されたこともあり、事業者を把握するのは困難であったが、残された書類に

記載された排出事業者等への報告徴収等により関連する事業者の把握に努めた。

 その結果、把握した事業者数は、

おり、当該事業者に対し両県連名で報告徴収を行ったところである。

 なお、この調査対象期間は、青森県知事が、三栄化学に中間処理業の許可を行った平成

年(特定産業廃棄物の受入態勢が整った時期と見なす。

摘発のあった平成

図２ 排出事業者等の把握状況

調査結果と対応の状況

  本県が特定支障除去等事業に着手した後についても、不適正処理に関与した者に対し

て広く責任を追及するとの方針の下、平成

排出事業者等の責任追及の状況

排出事業者等の責任追及の考え方

行為者に対する責任追及と併せ、本県は、行為者に処分委託を行った関係事業者（排出事

業者及び中間処理業者など）に対しても、廃棄物処理法第３条第１項及び同法第

に規定する事業者の責務及び排出事業者責任の原則に基づき、処分委託の過程において何ら

かの違法性があった場合には、厳正にその責任を追及することとしている。

排出事業者等の把握調査の状況

本現場の特定産業廃棄物から排出事業者等を把握することには限界があることから、本

県は青森県と共同して、三栄化学及び縣南衛生の警察押収資料、管財人等が保管していた

産業廃棄物管理票(マニュフェスト

者から各県等に提出された年度別事業実績報告書などをもとに、三栄化

処分委託していた事業者の把握

の一部が廃棄されたこともあり、事業者を把握するのは困難であったが、残された書類に

記載された排出事業者等への報告徴収等により関連する事業者の把握に努めた。

その結果、把握した事業者数は、

おり、当該事業者に対し両県連名で報告徴収を行ったところである。

なお、この調査対象期間は、青森県知事が、三栄化学に中間処理業の許可を行った平成

特定産業廃棄物の受入態勢が整った時期と見なす。

摘発のあった平成12年5

排出事業者等の把握状況

調査結果と対応の状況（別表１

本県が特定支障除去等事業に着手した後についても、不適正処理に関与した者に対し

て広く責任を追及するとの方針の下、平成

排出事業者等の責任追及の状況 

排出事業者等の責任追及の考え方 

行為者に対する責任追及と併せ、本県は、行為者に処分委託を行った関係事業者（排出事

業者及び中間処理業者など）に対しても、廃棄物処理法第３条第１項及び同法第

に規定する事業者の責務及び排出事業者責任の原則に基づき、処分委託の過程において何ら

かの違法性があった場合には、厳正にその責任を追及することとしている。

排出事業者等の把握調査の状況（図２参照）

本現場の特定産業廃棄物から排出事業者等を把握することには限界があることから、本

県は青森県と共同して、三栄化学及び縣南衛生の警察押収資料、管財人等が保管していた

マニュフェスト

者から各県等に提出された年度別事業実績報告書などをもとに、三栄化

処分委託していた事業者の把握(リストアップ

の一部が廃棄されたこともあり、事業者を把握するのは困難であったが、残された書類に

記載された排出事業者等への報告徴収等により関連する事業者の把握に努めた。

その結果、把握した事業者数は、

おり、当該事業者に対し両県連名で報告徴収を行ったところである。
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第 1 項に規定する公告を行い、費用負担命令により確実な求償措置を講じることとして

いる。 

② 青森県や関係都県市との合同立入検査等によるこれまでの調査の結果、廃棄物処理法

に 違反する 26 事業者が判明し、25 事業者に対しては同法第 19 条の 5 第 1 項の規定に

基づく措置命令を発出し、合計 429.4505 トンの廃棄物を撤去させた。また、現場内に

選別不要な廃棄物が無くなり、実際の撤去を行わせると代執行による撤去作業に支障が

生じることから、1 事業者に対しては同法第 19 条の 8 第 2 項の規定に基づく納付命令を

発出し、1,588,689 円を納付させた。 

③ この措置命令及び納付命令による撤去費用相当額は、約 1,800 万円である。 

④ 排出事業者等の責任追及に係る調査は、現在も継続中であり、違反事実が確認され次

第、順次納付命令を発出することとしている。 

⑤ なお、措置命令及び納付命令とは別に、責任追及に係る調査の途上において、事業者

自らが、排出事業者としての責任あるいは企業としての社会的責任を自覚し、違法性の

有無に関わらず、自らが排出した廃棄物の撤去等自主的な措置(現物撤去又は金銭拠出。

以下「自主的な措置」という。)を講じたい旨申出があった場合、その申出の内容を総合

的に検討し、受入れの判断をしている。これまで、49 事業者から自主的な措置の申出を

受入れており、撤去費用相当額は約 5 億 5,300 万円となる。 

 

３ 今後講じようとする措置（求償措置含む）等について 

(1) 行為者の措置命令の履行の確保 

    本県では、第一に行為者による措置命令の早期かつ確実な履行確保を図ることとして

いる。 

なお、費用負担については、措置命令履行に相当する金額全てを求償し、財産の差押・

換価により求償金を回収するものとする。 

(2) 排出事業者等に対する責任追及 

行為者への徹底的な責任追及を進めているが、清算又は破産状態にあることから、排出

事業者等の責任追及についても徹底的な調査を継続していくこととする。 

① 措置命令又は納付命令による責任追及について 

委託基準違反や注意義務違反などの事実の認められた事業者に対しては順次、措置命

令又は納付命令を発出することとしている。 

    また、措置命令又は納付命令の早期履行の確保を図るとともに、未履行者に対しては、

刑事告発を行うなど、厳正に対応する。 

② 排出事業者等からの自主的な措置の申出について 

       責任追及の途上で、自主的な措置の申出があった場合、代執行費用の回収に資するた

め、納付命令との兼ね合いを検討した上で受入れていく。また、今後は自主的な措置が

講ぜられるよう、積極的に働きかけをする。 
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Ⅴ 県における対応状況の検証、不適正処分の再発防止策 

１ 県境産業廃棄物不法投棄対応検証委員会の設置 

  本県では、排出事業者等への責任追及を行うに当たり、本事案の発生から今日の事態に至

った経緯と本県の対応状況を明らかにし、その上で、行政責任についての徹底的な検証を行

うため、外部有識者で構成する「県境産業廃棄物不法投棄対応検証委員会」（委員長 安達

孝一弁護士。以下「検証委員会」という。）を、平成 14 年 10 月に設置（設置及び関係事務

所掌：総務部人事課）した。 

  なお、このような第三者的立場から行政責任を検証する組織を、検証対象である自治体自

らが設置した例はこれまでになかったものである。 

(1)  設置目的 

    本件のような大量不法投棄に対し、県民が、「なぜこうした事態に至ったのか」、「もっ

と早くに対応ができなかったのか」など、これまでの行政対応に疑問を持つのは当然で

あるとの認識の下、次の事項について検討することを目的として本委員会を設置した。 

① 県民に対する説明責任 

② 不法投棄関係者に対する徹底的な責任追及 

③ こうした事態を二度と発生させないための体制づくり等を進めるための基礎資料づくり 

(2) 「行政責任」の主体 

「職員個人の責任」ではなく、「組織責任」をもって「行政責任」ととらえる。 

(3) 検証の視点 

本件事案の当時において、廃棄物処理法のもとで義務付けられるとまではいえない行為

を事後的観点から要求するものではない。同法を実施する責任のある県の本件事案の当時

の対応について検討し、行政責任を考える。 

(4) 調査の対象 

① 対象期間：平成７年９月 29 日から平成 12 年８月 23 日まで 

（県が三栄化学の不法投棄を初めて知ることとなった時点から当該業者に対する産業

廃棄物収集運搬業の許可の取消し時点まで） 

② 対象機関：廃棄物処理法の所管部署 

  

２ 検証委員会における検証結果 

  本委員会は、平成 14 年 10 月の設置以来、７回にわたる協議と調査検証を重ね、平成 15

年３月、本県知事に対して「県境産業廃棄物不法投棄事案検証結果報告書(答申)」(以下｢検

証結果報告｣という。)が提出されているが、その主な内容は次のとおりである。 

なお、検証の結果、今後、本県がとるべき行政責任としては、「本事案の原状回復の早期

実現」と「再発防止の徹底」であるとされたところである。 

(1) 平成８年 11 月５日になされた三栄化学に対する収集運搬業の 20 日間停止処分 

本県は、他県の対応例を調査し、さらに厚生省にも協議して行政処分の内容を選択した。

当該処分を行うに際して、不法投棄から１年近くの時間が経過しているのは、県が行政処
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分の実施の可否を厚生省に照会していた等のためである。この処分については、内容及び

タイミングの点で妥当であった。 

(2) 収集運搬業の 20 日間停止処分後のフォロー 

三栄化学は、県では処分業者ではなく収集運搬業者であったこと、最終処分の許可は青

森県が出していたことで、監視の目が厳しくならなかったと考えるが、県内の土地への不

法投棄者であると整理して、フォローをすべきであった。 

処分業者と収集運搬業者は非常に密接な関係があること、当該業者が過去に違反をして

いること、当該不法投棄現場が不法投棄の誘発要因が大きい場所であることに留意し、も

う少し厳しい監視手段をとる必要があった。 

(3) 平成 12 年 2 月 5 日になされた三栄化学に対する収集運搬業の更新許可 

三栄化学に関しては、平成 8 年の業務停止処分の後に、県の調査で不法投棄が極めて疑

わしい事実等が確認されている。当該業者の更新許可の検討に当たっては、 

① おそれ条項(廃棄物処理法第 5 条第 3 項第 4 号ホ)の適用による不許可処分 

② おそれ条項の適用が疑われるため、その調査のため当分の間の許可保留 

③ 事情聴取等を実施するなど行政としての一定の義務を果たした上での許可という選 

択肢があるにもかかわらず、許可をしている。県は、おそれ条項に該当するかどうかを

検討し、結果的に、該当するという判断をすべきであった。 

更新許可をしたことには、違法性があると考えられる。 

(4) 平成 12 年 6 月 22 日以降の数次にわたる措置命令・改善命令 

原状回復を第一義に考え、判明する事実に応じて、必要な措置命令・改善命令を出して

いるのは、適切な対応であった。 

(5) 平成 12 年８月 23 日になされた三栄化学に対する収集運搬業の許可取消処分 

一連の行政命令によって、当時現認されている不法投棄物のうち最も危険性が高いドラ

ム缶の撤去が、平成 12 年 8 月 18 日に終了したことから、県はこの時点で許可の取消処分

をしている。 

上記の更新許可を所与とすると、この時期に許可取消処分をしたことは妥当であった。 

(6) 関係機関との連携 

県の行政内部の連携について、本庁と保健所の関係では、平成 8 年の行政処分後のフォ

ローが十分になされなかった点について、本庁と保健所との、指示、報告等の一連の体制

が明確でなかった。 

 警察と行政との関係は、警察の内偵捜査の時期に行政の権限行使が控えられ、結果的に

不法投棄が拡大した可能性は否めない。当時においては、県には、警察とのこうした関係

以外選択肢がなかったと考えるが、行政処分と司法処分とは独立したものであるというこ

とは、今後整理すべき重要な課題である。 

    関係都道府県等との連携については、県境の人目に付かない場所であること等を考慮し、

より確実な指導と監視が行われるように、青森県との密接な情報交換や合同の対応が必要

であった。 
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３ 検証委員会における検証期間以後(平成 12 年８月 24 日以降、平成 25 年１月 31 日まで)

の本県の対応状況 

    本県は、平成 12 年 8 月 24 日以降においては、行為者に対してⅣ１(3)①表７、②のとお

り措置命令等を遅滞なく発出するとともに、三栄化学の財産仮差押を行い、当仮差押財産の

うち預金分を充当してⅣ１(3)③のとおり措置命令を履行させてきた。 

    また、排出事業者等に対して、違反が判明する都度、遅滞なく命令を発出している(詳細は

別表１参照)。 

    一方、Ⅰ５のとおり両県は合同検討委員会を平成 14 年度に設置し、15 年度に本委員会か

ら報告が行われ、本現場の原状回復等への対応を行っていくこととした。 

さらに、検証結果報告により「違法性がある」と指摘された「原因者に対する収集運搬業

の許可更新」について、この管理責任を問い、平成 15 年 9 月５日付けで、当時の職員２人

を地方公務員法に基づく戒告処分、職員１人を訓告処分とした。 

 

４ 不適正処分の再発防止策 

    検証結果報告においては、｢再発防止の徹底｣に向けた次の 5 つの対応方針が提示されてお

り、それらへの取り組み状況は、下記のとおりである。 

(1) 国と県、関係都道府県相互、県機関相互など、関係機関との連携の強化 

(2) 問題の重要性に対する危機管理の徹底と職員研修の徹底 

(3) 早朝・深夜等における監視活動による不法投棄の早期発見・早期対応の徹底 

(4) 廃棄物処理法上の行政処分等の積極的な対応 

(5) 廃棄物処理法の不備を補完する条例の制定 

なお、本県では、この検証を契機として、単に廃棄物行政のみならず、県の行政システム

全体においても事務の見直しを図り、他部門においても同様の事態が再発することのないよ

う徹底することとし、平成 15 年 5 月以降、総務部が所管する全庁的取組みである行政品質向

上運動のなかで、各部局の対応を推進していくこととしている。 

 ＜検証結果報告における５つの提言に関する取り組み状況＞ 

(1)  関係機関との連携の強化 

① 国との連携強化 

   本事案に係る原状回復及び排出事業者等の責任追及を、環境省と連携しながら進める。 

また、本事案を教訓として、国に対し、新たな制度創設を提案（強制加入保険制度の

創設による排出事業者等の責任強化など）するなど、再発防止のための新たな枠組みづ

くりを働きかけてきている。 

② 都道府県相互間の連携強化 

ア 平成 13 年度から北東北三県で、県境地域の合同パトロールを開始し、県境地域の監

視強化を図っている(平成 14 年度からは宮城県が新たに加わり一層強化)。 

イ 平成 13 年度から北東北三県で、各県が保有するヘリコプターの使用による合同スカ

イパトロールを開始(各県警察本部、海上保安部も参加)し、空からの監視を強化して
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いる。（平成 15 年 6 月からは山形県、同年 10 月からは宮城県、平成 16 年 6 月からは

福島県及び北海道、平成 18 年 10 月からは新潟県が参加） 

ウ 平成 14 年度に、北東北三県が同一内容で「県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議

条例」及び「産業廃棄物税条例」を制定することにより、制度面からも北東北圏域が

一体的に取り組むよう体制の整備を図ってきている。 

エ 地方分権研究会において、宮城県、三重県、和歌山県、福岡県と連携し、効果的な

産業廃棄物の不法投棄未然防止対策についての研究を推進してきている。 

③ 県機関相互の連携の強化 

    県の関係部局が横断的に対策に当たるための「廃棄物監視指導マニュアル」を作成し、

廃棄物監視、指導事務の一層の充実を図っている。 

また、適時適確に全庁的な課題対応を可能とするよう部局間連携の一層の強化を図る

こととしている。 

④ 市町村等との連携の強化 

ア 平成 13 年度に各地方振興局ごとに、振興局、市町村、関係団体を構成員とする「不

法投棄通報ネットワーク」を設置し、各地域の不法投棄の監視強化を図っている。 

イ 平成 15 年度から、県内 12 市町村(平成 24 年４月時点で 24 市町村)に産業廃棄物処

理施設への立入権限等を移譲（ただし、県にも同権限を留保）し、市町村と共同して

監視を強化している。 

(2) 危機管理の徹底と職員研修の改善 

① 組織面の機能強化 

ア 本庁の担当部署に、平成 13 年度においては出先機関の監視、指導業務を支援する専

担組織を、平成 14 年度においては出先機関と一体となって廃棄物の不適正処理対策を

行う専担組織をそれぞれ設置し、不法投棄対策に係る体制を強化してきている。 

イ また、平成 11 年度から開始した産業廃棄物適正処理指導員(通称『産廃Ｇメン』：県

警ＯＢなどを非常勤職員として任用配置)による監視体制の強化策として、これまでに

要員の大幅な増強を行ってきたところであり、立入検査等の実施件数は平成 23 年度時

点で年間 2 万件を超えるまでになっている。 

② 指導監督担当職員等の養成など 

毎年出先機関の職員を対象に実施している廃棄物の監視・指導にかかる研修会の参加

者を市町村職員に拡大するとともに、先進県の実務担当者による監視指導の実践方法等

をカリキュラムに加えるなど、研修内容をより実践的なものに改善するほか、暴力団等

に係る研修会を実施するなど、廃棄物担当職員にかかる研修の充実を図ってきている。 

(3) 早期発見・早期対応の徹底 

① 休日等における監視指導を強化するため、平成 15 年度から土日及び祝祭日における産

業廃棄物処理施設等への立入調査を実施している。 

② 平成 15 年度から不法投棄監視カメラ(当初は環境省より貸与を受けていたが、平成 21

年度より 5 台配備)を利用した監視を実施している。 



28 

図３ 新規不法投棄事案件数   

 

 注 平成 15 年度以前は全体で 22 件、66,338 トンである。 

(4)  行政処分等の積極的な公表 

① 行政処分の取扱い 

行政処分を行った場合には、被処分者名、処分内容等を報道機関に情報提供してきて

いたが、さらに、随時県のホームページ上に情報を掲示するなど、より積極的な公表に

努めている。   

② 地域住民への対応 

地域住民の関心の高い事案については、必要に応じ、行政処分に係る地元説明会等を

行うこととしている。 

(5) 廃棄物処理法の不備を補完する条例の制定 

本事案の教訓を踏まえ、平成 14 年 12 月議会で「循環型地域社会の形成に関する条例」、

「県外廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条例」及び「岩手県産業廃棄物税条例」を制

定した。今後、これら条例を踏まえ、その内容を確実に実施することに努める。 

なお、これら条例における特記すべき規定内容と現在の取り組み状況は次のとおりである。 

① 「循環型地域社会の形成に関する条例」 

ア 優良な産業廃棄物処理事業者の育成制度 

   優良な産業廃棄物事業者を育成し、安心して産業廃棄物の処理を委託できる体制を

整備するため、「産業廃棄物処理業者育成センター」を設置することとし、平成 15 年

5 月 30 日、同センターとして社団法人岩手県産業廃棄物協会を指定した。これは、条

例を根拠とする設置手法としては、全国初のものである。 

同センターは、「産業廃棄物処理事業者の格付け」と「廃棄物処理事業者の保証金

制 

度」を実施することとしたが、これらも全国初の制度である。 

※１ 「産業廃棄物処理事業者の格付け」 

   産業廃棄物事業者からの申請に基づき、審査後、優良事業者として格付けを行

い、公表する。 

平成 16 年 3 月に第 1 回目の格付けを実施し、当初は各評価項目に関する適否
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を公表していたが、平成 18 年度から、★から★★★までの 3 段階でランク付け

する新格付け制度へ移行している。    

※２ 「廃棄物処理事業者の保証金制度」 

      不適正処理や倒産などによる原状回復措置が必要となった場合の対応のため、

あらかじめ産業廃棄物処理事業者から保証金を預かることとしている。 

イ 有価物偽装の不適正処理対策(全国初の規定) 

     屋外に放置されていたり地中に埋設されていたりしている有価物を含む廃棄物等の

適正保管義務を規定するとともに、廃棄物等に起因する環境汚染の蓋然性が高いと認

められた段階での、掘削等の調査命令及び原状回復等措置命令について規定している。 

② 「県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条例」（北東北三県共同） 

ア 県外産業廃棄物の搬入事前協議の義務化 

       従来、行政指導で実施していた事前協議制を条例に規定し、義務化した。 

       原則として、県内への受け入れは、リサイクル目的のもの及び青森県・秋田県から

の搬入物に限定することとしている。 

イ 環境保全協力金制度(全国初の規定) 

      県外から産業廃棄物を搬入する排出事業者に対し、本県の地域ゼロエミッション施

策への協力を求める形で、処分目的（最終処分・中間処理・リサイクル）に応じ、そ

れぞれ所定の金額を協力金として負担させることとしている。 

③  「岩手県産業廃棄物税条例」（北東北三県共同） 

         産業廃棄物の減量化及びリサイクルの促進を図るため、法定外目的税として産業廃棄

物の最終処分場への搬入量を課税基準とし、納税義務者を排出事業者及び中間処理事業

者とする県税条例を制定したところであり、平成 16 年 1 月から施行している。 

 

５ 排出事業者等の責任追及における都道府県等相互の協力及び連絡調整 

平成14年8月に、環境省の主催による「青森・岩手県境不法投棄に係る関係都県市部長会議」

の開催を皮切りとして、両県連携による具体的な排出事業者等の責任追及事務が開始され、責

任追及の具体的方策の検討や対象事業者の調査などを進めた。 

そして、以後、関係都県市には、両県と共同開催による報告徴収に関する事業者への説明会

の実施をはじめ、円滑かつ確実な報告の徴収を図るための事業者の所在地確認及び回答の督促

並びに特定の事業者に関する許可の状況等詳細情報の提供などの協力を得てきたところである。 

また、特定の事業者に対する立入検査に際しては、必要に応じ同行・立会してもらうなど円

滑な検査の実施等にも多大な協力を得ているものである。 

    その結果、措置命令又は納付命令を26事業者に対して行っているところであり、今後におい

ても、両県の協力はもとより、関係都県市についても、引き続き緊密な連携の下、協力が得ら

れるよう要請していくこととしている。 
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６  特定支障除去等事業実施以降において県が講じた措置に対する検証  

    特定支障除去等事業実施以降において県が講じた措置（排出事業者等への責任追及、不適正

処分の再発防止策）について、平成24年11月22日及び11月26日に検証委員会元委員3名及び原

状回復対策協議会委員1名から意見聴取を行った結果、次のとおり意見が示された。 

これら意見については、今後の措置（排出事業者等への責任追及等）に反映させることとし、

併せて、Ⅴ４不適正処分の再発防止策を引き続き実施することにより、不法投棄等の撲滅を図る

こととする。 

（1） 原因者及び排出事業者等への責任追及に関する意見 

① 行為者に対する責任追及について 

ア 行為者に対する廃棄物撤去・原状回復の措置命令、その不履行の場合の財産仮差押に

基づく廃棄物撤去作業、行為者による措置命令履行が困難となった後の代執行、代執行

費用の納付命令、納付命令の滞納に対する財産差押などが行われてきており、段階ごと

に状況に応じて適切な対応がされてきていると評価できる。 

イ 行為者に対する資金回収のための戦略については、行為者の破産のために回収資金は

わずかであり、今後の回収の見込みも少なく、必ずしも十分な効果を上げているとはい

えない。行為者の破産などが予想できる早い段階での手続着手や役員責任の追及など、

資金回収の手立てに課題が残されている。 

② 排出事業者等に対する責任追及について 

ア 行為者の取引台帳や収集運搬業者の報告書に基づく排出事業者の把握、排出事業者等

に対する調査に基づく廃棄物処理法違反の特定、廃棄物処理法違反に対する廃棄物撤去

の措置命令又は廃棄物撤去相当費用の納付命令などが行われてきているほか、法的責任

によらない自主的な措置も行われていることから、適切な対応であると考えられる。 

イ 時間の経過とともに排出事業者等への責任追及は非常に困難な作業となっていること

から、今後も法律違反が疑われた場合には、迅速かつ適切な責任追及が求められる。 

③ その他 

原状回復対策協議会は県の説明責任の場としての効果を発揮しており、この問題に対す

る県の行為者及び排出事業者等に対する責任追及の姿勢を県民に周知し、また、不適正処

分の再発防止においても貢献している。 

（2） 不適正処分の再発防止策に関する意見 

① 不適正処分の再発防止策としては、普及啓発活動をはじめとして、早期発見と早期対策

に不可欠な地域社会の協力を含む広範な主要行政機関間の連携強化、海上や上空を含むパ

トロールの強化、産廃Ｇメンの活用、職員訓練、違反情報の公表など、想定されるさまざ

ま措置がそれぞれ取り入れられており、適切な対策がとられていると考えられる。 

② 早期に、循環型地域社会の形成に関する条例、県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等

に関する条例及び岩手県産業廃棄物税条例が定められたことにより、不適正処理の改善、

格付けされた産業廃棄物処理業者の増加、県外からの搬入抑制、また、県産廃棄物の減量

のそれぞれにおいて効果が現れており、適切な対応がされていると考えられる。 
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③ 国の制度に先がけて導入された優良産業廃棄物処理業者の育成制度は処理業者の質的向

上に寄与しており、排出事業者が処理業者を選択する際の重要な指標となっている。今後

も岩手県産業廃棄物処理業者育成センターとの連携を深めるなどして、不適正処分の再発

防止に努めることが期待される。 

④ 不適正処分の再発防止に関する施策を持続的に実施するためには、職員が規範意識のか

ん養を努め、規範力の一層の強化が必要であり、不適正処分が行われにくい、危機管理を

内在化した仕組みを確立し、県民が安全で安心できる地域社会を構築していただきたい。 
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Ⅵ その他特定産業廃棄物に起因する支障の除去等の実施に際し配慮すべき重要事項 

１ 支障の除去等の実施における周辺環境への影響に関する配慮事項（別図 10,11,12 参照） 

(1) 水系への影響の配慮 

    支障の除去等の実施に伴い、地下水周辺に汚染拡散が生じていないか効果測定を行うた

め、本県側現場で次のとおり周辺環境モニタリングを実施し、結果を公表するとともに、

事業の終了に際しても、事業効果を確認するための調査を行い、その結果を公表する。 

また、緊急時の体制にも万全を期し、汚染拡散防止のための準備を常に整えていくもの

である。 

① 場内の廃油高濃度領域に設置した 8 ヶ所と地下水位コンターの谷部の敷地境界及び青

森県境に設置した 16 ヶ所の地下水観測井で、定期的（年４回）にモニタリングする。 

② 現場から湧出する沢、現場周辺を源流とする河川及び場内処理水放流のための調整池

等の計 11 ヶ所について、定期的（年 4 回）にモニタリングする。 

③ ①及び②の場所で 1,4－ジオキサン等を定期的（月 1 回、降雪期で採水不能な場合を

除く。）にモニタリングをする。 

④ 原状回復対策協議会の検討を踏まえ、不測の事態等に備えた不定期のモニタリング等

を行う。 

(2) 大気等への影響の配慮 

支障の除去等に当たっては、事業内容を精査するとともにこれまでの調査結果に基づ

き、環境への影響が懸念される場所において、大気、騒音、振動等必要な項目について

調査を行い、その結果を公表する。 

      調査場所と調査項目については、平成 24 年 3 月に原状回復対策協議会の意見を聴取し

決定した（別図 12 参照）。 

 

２ 都道府県等の相互の協力及び連絡調整 

Ⅰ５及びⅢ３(７)に示しているとおり、今後も両県で連携していくこととする。 

 

３ 実施計画策定に当たって住民の意見等が反映される必要な措置 

   これまでの合同検討委員会においては、地域住民の代表者も構成員として参加してきたこ

と、審議はすべて公開により実施してきたことなどから、地域住民の意見等は十分に反映さ

れた検討状況となっている。 

また、実施計画の策定過程においても、本県では、これまで地域住民の代表者を委員とす

る原状回復対策協議会を 2 回、住民説明会を 8 回実施してきており、地域住民の意見・意向

把握に努めてきているところであり、原状回復対策協議会を開催する都度、二戸市を通じて

各町内会に原状回復の取り組みを広報するなど地域住民への情報公開にも努めてきていると

ころである。 

実施計画策定後にあっても、原状回復対策協議会を継続して開催（平成 29 年 12 月までに

計 52 回開催）しており、事業完了まで事業遂行上の様々な事項などについて、協議と意見
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集約を行うとともに、地域住民への説明会も適時適確に実施していくこととしている。 

なお、実施計画の変更に当たっては、平成 29 年 2 月から平成 30 年 1 月までの間、岩手県

環境審議会及び二戸市から意見聴取を実施している。 

 

意見聴取の結果、岩手県環境審議会からは、実施計画の変更について適当とする旨答申さ

れている。 

また、二戸市からは、実施計画の変更について異議がない旨回答されている。 
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１ 開会 

〇佐々木主任主査 

 定刻になりましたので、ただ今から第 85回青森・岩手県境不法投棄現場の原状回復対

策協議会を開会いたします。私は本日の進行役を務めます、県庁廃棄物特別対策室の佐々

木と申します。よろしくお願いします。 

 本日は委員 12 名中 11 名の御出席をいただいておりますので、設置要領第５条第２項の

規定により、会議として成立していることを御報告します。なお、笹尾委員、颯田委員、

高嶋委員、中澤委員、藤田オブザーバーの計５名は、オンラインでの参加でございます。 

 

２ あいさつ 

〇佐々木主任主査 

 本日、開会に先立ち、技監兼環境担当技監兼廃棄物特別対策室長の佐々木からあいさつ

させていただきます。 

〇佐々木室長  

 委員各位におかれましては、御多用のところ御対応いただき、ありがとうございます。 

本県でもコロナ第７波に入り、患者数が急激に増えてきているところお集まりいただきま

してありがとうございます。本協議会は、今回が８５回目の開催でございます。この間、

齋藤委員長を始め、委員の皆様からいただいた数多くの御意見、御助言をいただきまし

て、これまでの対策を進めてくることができました。改めて御礼を申し上げます。 

本日の協議会では、事案伝承、跡地利活用に係るワーキンググループの活動状況につい

て御報告するとともに、浄化の最終手段として、土壌や地下水に直接薬液を混合しジオキ

サンを分解する、いわゆるパワーブレンダー工法を実施しまして、その後のモニタリング

を終えたところでございます。本日はその結果について、地形整形の進捗状況とともにご

報告いたします。本県現場におきましては、これらの対策によりジオキサンが高濃度に検

出される地点は解消されているものと認識しております。その効果確認を継続して行うた

め、令和５年４月以降のモニタリングについてもご協議させていただくこととしておりま

す。 

今年度は産廃特措法の最終年度となります。地域の方々の安心感が得られるよう、しっ

かりと対策を講じてまいりたいと考えております。委員の皆様におかれましては、引き続

き御忌憚のない御意見、御提言を賜りますようお願い申し上げまして、挨拶とさせていた

だきます。本日はよろしくお願いいたします。 

 

〇佐々木主任主査 

 次に、新任の事務局職員をご紹介いたします。県北広域振興局保健福祉環境部二戸保健

福祉環境センター所長の菊池でございます。県北広域振興局保健福祉環境部二戸保健福祉

環境センター環境衛生課長の高橋でございます。 

 



3 

 

３ 議事 

（１） 報告事項 

   ア 原因者等に対する責任追及の状況について 

   イ ワーキンググループの活動状況について 

   ウ １，４－ジオキサン対策の進捗状況について 

エ 地形整形の進捗状況について 

（２） 協議事項 

  令和５年４月以降におけるモニタリング計画について 

（３） その他 

 

〇佐々木主任主査 

 それでは、議事に入らせていただきます。なお、新型コロナウイルス感染症対策とし

て、CO2 測定器を設置しております。一定の濃度になりましたら適宜事務局で換気します

のでご了承願います。 

 さて、当協議会の議事進行は、設置要領第４条第４項の規定により、委員長が行うこと

になっておりますので、ここからは齋藤委員長に進行をお願いいたします。齋藤委員長、

よろしくお願いいたします。 

○齋藤委員長 

 議事を進めさせていただきたいと思います。中澤先生、笹尾先生、颯田先生、高嶋先生、

久しぶりでご無事ですね。藤田オブザーバーもお元気かと思います。コロナの影響か、この

ような形で、皆さん遠方に行かれても会議ができるというのは、一つのメリットなのかなと

感じております。浄化も最終段階になったと考えております。最終コーナー、ぜひ様々意見

をいただければありがたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

それでは議事、最初は報告事項で原因者に対する責任追及の状況、事務局から説明をお願

いします。 

〇佐々木主任主査 

 資料１をご覧ください。原因者及び排出事業者等に対する責任追及の状況について説明

します。原因者に対する責任追及の状況でございますが、（１）納付命令ということで、

代執行事業ですので、原因者に対して納付命令をしております。令和３年度は約３億２千

万円の納付命令を発出しております。令和３年度の納付命令は、令和２年度の事業分とし

て汚染水処理等にかかった費用でございます。これまでの累計額は約 237 億６千万円とな

っております。下の注書きにございますが、納付命令は三栄化学工業株式会社とともに、

同社元役員や、収集運搬を行った当時の東奥環境株式会社及び同社役員に対しても、それ

ぞれの責任の範囲に合わせて納付命令を行っております。 

 回収の状況についてですが、令和３年度は約 127 万円余を回収しております。回収額の

累計は約２億６千万円となっております。 

裏面をご覧いただきまして、排出事業者等の責任追及の状況でございますが、排出事業

者につきましては、措置命令・納付命令のほか、自主的な撤去や金銭拠出を指導しており
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ますが、調査はすでに終了しております。令和３年度は、１者、約 15 万円の金銭拠出が

ありました。回収の累計は、87 者、約６億円となっております。 

これらを合計しますと、原因者や排出事業者からの回収の累計は、約８億６千万円とな

っており、産廃特措法の対象事業費約 252 億円に対して約 3.4％の回収となっておりま

す。 

今後の対応としましては、引き続き、原因者の差押財産の換価を進めるなど、責任追及

をしていきたいと考えています。以上でございます。 

○齋藤委員長 

 はい、ありがとうございます。令和３年、３億２千万円に対して回収額 126 万円と、

微々たる金額ではありますが、県で事務局としていくらかでも回収に進めているというこ

とかと思います。ご質問とかご意見ございましたら。 

〇生田委員 

 責任者追及についてですけれども、長い期間追及を継続されて、本当にご苦労さまでし

た。本当に頭が下がります。日を追うごとに回収がかなり難しくなってきているのではな

いかなと思います。今のお話しでは、継続して責任追及していくということですけれど

も、この現場の事業終了と同時に、責任追及も終了するということなのでしょうか。 

〇佐々木主任主査 

 産廃特措法の対象事業として終了しましても、責任追及は別途行い、責任を果たしても

らうまで追及するということでございます。 

〇生田委員 

 それはすごいことですね。是非とも、諦めずに継続してお願いしたいと思います。 

〇齋藤委員長 

撤去あるいは浄化が終わったから、それで無罪放免ではないということだと思います。

引き続きご尽力をよろしくお願いしたいと思います。よろしいですか。 

それではイのワーキンググループの活動について、ご説明をお願いいたします。 

〇高橋課長 

資料２－１をご覧ください。６月 23 日福岡高等学校１年生 101 名を対象に行いました

出前授業について御報告させていただきます。実施内容は、令和元年度と同様に、平成 29

年度に作成しましたＤＶＤの視聴と、事案を担当した元県職員である一般社団法人岩手県

産業資源循環協会事務局長 玉懸博文氏からの講義を行いました。ＤＶＤは、皆様も御存

知の「つなぐ、未来へ」(岩手・青森県境不法投棄問題)となります。また、玉懸氏からの

講義では、事件発覚時の状況、埋められた廃棄物をどのように撤去したか、今は何をして

いるのか、処理期間と費用負担についてお話をされました。 

 なお、出前授業後には、３項目のアンケートを実施しました。項目１として「県境不法

投棄問題を知っていましたか」、項目２として「授業内容はいかがでしたか」、項目３とし

て「環境を守り、次の世代に引き継ぐため、今、私たちができることは何だと思います

か」となります。 

続きまして、アンケートの結果でございます。問１「県境不法投棄問題を知っていまし
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たか」については、９割以上の生徒が内容を評価する一方、約７割の生徒が不法投棄事案

を知らないと回答しており、取組を継続していく必要があります。問２「授業内容はいか

がでしたか」については、ＤＶＤ及び講義ともに９割以上の生徒が非常に良かった、また

は良かったと回答しております。問３「環境を守り、次の世代に引き継ぐため、今、私た

ちができることは何だと思いますか」については、ごみの減量、リサイクル等ごみに係る

事項があわせて 63の回答があり、周知啓発や学習理解に係る事項には 39の回答がありま

した。また、SDGs に係る回答等もありました。主な感想・意見については、「環境を回復

するために時間とお金がかかるけど、次世代のために活動をしていて自分も周りのための

活動をしてみたいと思った。」「不法投棄をしない・させないという強い気持ちを一人一人

がしっかりと持ち、それを伝えていくことが大切である。」「岩手県、青森県の県境不法投

棄問題だけでなく、不法投棄について正しい知識を学ぶことが大切だと思います。そして

それを風化させぬよう伝えていくこと。一人ひとりが意識を持ち、未来責任を果たしてい

くべきだと思います。」等、とても前向きな意見が多く寄せられました。 

説明は以上です。続きまして、出前授業の様子を映像でお伝えします。 

（出前授業の映像で紹介） 

以上、報告を終わります。 

〇齋藤委員長 

想像していたとおり、子供たちの大半は知らないということで、やはりこの事業の意味

について、やはり伝えていくことが大事だと考えています。 

当初から何のためにということ、我々も考えてきたのですが、まさに豊かな暮らしのツ

ケです。東日本大震災があって、復興復旧という形の議論も随分なされましたが、今改め

て考えると、考えられなかったウクライナの戦争なんて、こんな時代にあんなことが起き

るのか？でもその影響がもう我々の家庭にも及んでいて、食料品は値上がりする、エネル

ギーも高騰しています。でも原点のところに立ち返れば、この豊かな暮らし、これが本当

によかったのか。豊かな暮らしの一端というのも、ある面では当事者の一人だし、現実に

今、日本の食糧自給率がカロリーベースで 38％だが、何百万トンも破棄しているという、

考えたらとてつもない無駄な生活をしているわけです。ちょっと新聞を見ていましたら、

旬の時期とは関係なく野菜が手に入る、しかも大手流通業者が扱えば「曲がったきゅうり

は全部廃棄だ」みたいな、そういう自然のサイクルの中で我々はどう生きていくかという

ことが、実はやはり、問い直さなければいけない。私はもう、この不法投棄の最終的な目

的というか、我々がしなくてはならないのは、これからの人間の生活をどんな風に持って

いくか、新たな生活のあり方について係わる、そういうところに発展していかなければ、

これだけのお金をかけた意味がないのではないのかということを痛感しております。個人

的には豪華な料理をあまり食べたいと思わなくなったせいもあるかもしれませんけど、改

めて最近私が思っているのは、世界の人々、我々生き物は、食足りて安全で心豊かな社

会、そのような社会を願っているのではないかと改めて思ってまいりました。この不法投

棄の教訓がそこに繋がるのではないかと、85 回の協議会を経て感じた次第であります。 

すみません、委員長が勝手な感想を述べさせていただきましたけれども、何かございま
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せんか。よろしいですか。 

 （意見、質問なし） 

それでは跡地利用の検討を進めているワーキンググループの橋本先生からご説明いただ

きたいと思います。 

〇橋本委員 

ワーキンググループの正式名称は、「県境不法投棄事案の教訓を後世に伝えるための検

討ワーキンググループ」です。今年度第 1回の会議が５月 25 日に開催されました。議題

は三つで、そのうちの一つは「地域での普及啓発活動の実施」についてで、今の報告あり

ましたとおり実施していただきました。 

二つ目の議題は、本原状回復対策事業に係る記録誌の発行についてです。資料 2－2を

ご覧ください。事務局より、発行の趣旨、構成、作成期間、現在の取組状況、今後の進め

方など発行方針について説明がありました。構成は、本編と資料編からなり、本編の章立

ては現時点でそのようになっています。作成期間は令和 5年度末までで、それ以降の取組

み、例えば水質モニタリングや跡地の利活用がありますが、それらについては追補するこ

とになります。現在事務局で、関連の会議資料・議事録など膨大なデータを収集整理して

います。ワーキングの会議では、とくに事案発覚までの経過や事案発覚後の初期の経過に

ついて、県はもとより地元自治体・市民の動向や対応に関するデータ収集に注力してほし

い旨の要望がありました。また、記録誌のなかみについては、本協議会の場で広く意見を

うかがってほしい旨の要望がありました。今後ワーキングでは、以上の発行方針と要望を

踏まえ、見やすく、分かりやすい、良い記録誌になるよう取り組んでいくことにしており

ます。 

三つ目の議題は、現場跡地中央部の利活用についてです。資料２－３をご覧ください。

現場跡地中央部の利活用については、昨年度 6月開催の第 82 回の協議会で、岩手県が推

進する水素利活用プロジェクトに沿って、現場跡地を想定した水素関連産業モデルの可能

性調査をおこなうと報告しましたが、その進捗状況について、県の環境生活企画室グリー

ン社会推進担当より説明を受けました。資料 3頁にありますように、県の水素利活用プロ

ジェクトでは 4つのモデルを掲げており、本現場跡地は“農林水産関連モデル”が該当し

ます。内容は、園芸施設や畜舎など、エネルギーを消費する施設に太陽光施設等を導入

し、余剰電力から水素を製造、燃料電池等により、電気や熱を供給するとなっています。 

 今回の可能性調査では、水素製造事業の稼働段階における収支バランスが中心的に取り

扱われています。事業のランニングコストにおいて水素製造量の大きさが直接的にコスト

増につながることから、いくつかのタイプの事業形態を想定してシミュレーションがおこ

なわれました。その結果、資料 4頁にあるように、現場でおこなわれる太陽光発電による

電力を一定の施設に売電することを基本に水素製造する場合に、事業可能性があるという

ことがわかりました。その際、水素製造量は小規模にする必要があるとのことでした。 

以上、本現場での事業モデルが、限定的条件付きではありますが、実現可能性が示唆さ

れたことから、今後は、これまでの実現可能性調査の段階から次の実証事業導入調査の段

階に進むことになります。実証事業導入にあたっては、資料 5頁 6頁にありますように、
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解決しなければならない課題が少なくありません。実証事業導入に向けた条件等の整理や

企業意向など必要な調査、検討をおこなうことになります。ワーキングとしては、今回の

可能性調査の結果を受け止めつつも水素関連設備の技術革新による大幅なコスト低下を期

待するところですが、今後は実証事業導入調査の推移を見ていくことになります。ワーキ

ングの報告は以上です。 

〇齋藤委員長 

記録誌の編集、それから跡地の利用についてワーキングの説明をいただきましたが、ご

質問とかご意見、お願いしたいと思います。 

これだけのお金と労力をかけた事業ですので、きちっと記録を残していかないといけな

いと。これは大事な事業だと思いますが、事務局では記録誌の分量をどのくらいで考えて

おられるでしょうか。 

〇佐々木主任主査 

データの整理を開始したばかりですので具体的なイメージはこれからですけれども、既

存の県の同様の記録誌では 2，3百、それくらいの頁数ございますので、必ずその通りと

は限りませんけども、基本的なデータ整理はしっかり行いたいと考えております。 

〇齋藤委員長 

構成等について検討して、資料集めてという段階だと思いますけども、ただ通り一遍の

こういう事例があったという記載ではなく、さっきから出ている、事業を進めていく上で

の県としての基本的な方針、岩手方式というような、そういう柱があったと私も理解して

います。どこまで記載するか、青森県の封じ込めと岩手県の全面撤去という形や、基本的

な汚染の違いなど、当初の委員会ではだいぶ激論を戦わせた記憶があります。岩手県は有

害であろうと無害であろうと、庭に捨てられたものは全面撤去するという、基本方針が当

初から確立されて、それに合った形で進められてきたとういことが一つの特徴だし、それ

から豊島の事例のように、香川県庁と住民との十何年かにわたる大闘争があって、その結

果としてようやく撤去が始まった。岩手県では県と住民のそういう立場の違い、あるいは

戦いみたいなものは絶対繰り返してはいけないという共通理解があったと思っています。

この点について私は感謝しておりますけども、この協議会が二戸それから住民の方、そし

て青森の田子町の行政、住民と、ここが納得した形で県が進めていくという、ある面では

住民主体での撤去が進められたというのは、これは全国的にあまり事例がないと考えてお

ります。教訓として、岩手で取り組んできた、そういう部分は大いに強調して後世に残す

べきではないかなと個人的には思っております。ともすれば、事実の羅列、委員会が第何

回はどういう議論があった、というふうな形の記載だけでは後世に残す意味がないと私は

思いますので、そういうところはぜひ、これからもディスカッションしながら作業を進め

ていただければ大変ありがたい、意見を述べさせていただきたいと思っております。 

リモートの皆さん、何かご意見ございませんか。よろしいですか。 

跡地の水素云々というところは、決してバラ色で、すぐスムーズにという話では当然な

いだろうと思います。関門突破できるかどうか、判断の点もあると思いますが、いろいろ

実証、点検しておられるところですので、鋭意、実現を目指して頑張っていただくという
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のが今の状況ではないかと思うところです。 

〇生田委員 

委員長からもお話しがありましたし、橋本先生からも住民や市民の対応ということで、

お話しいただきました。私もこの記録誌については、産官学民の連携が無ければこの事業

は成功しないだろう、と考えてきました。ですから、そういう部分だとか、橋本先生のさ

っきおっしゃった、市民の対応というあたりを少し盛り込んだ形でやっていただければと

思います。 

〇齋藤委員長 

当然そのようになると、私も思います。県の公式な報告書になるでしょうから、あまり

赤裸々なところまで記載できるかはあると思います。そこであえて関係者の寄稿として、

委員の皆さんから個人的な執筆として、本音のグサッとした指摘等があってもよいのかな

と、そういう本音を毒にも薬にもなるような、そういうものができれば記載したいなと私

は考えておりました。その節はよろしくお願いしたいと思います。笹尾先生、いかがです

か。 

 

〇笹尾委員 

そうですね、先程の福岡高校の生徒も、事案を知らないという割合が高いということも

ありますので、やはり記録誌というのは非常に重要なものになると期待しています。こ

れ、インターネットとかでも見られるようにしていただけるでしょうか。紙だけではなく

て、そういったものをお願いしたいなと思いました。 

〇齋藤委員長 

県の報告によれば、たいていのものはホームページで閲覧可能にしていただいておりま

すので、多分それは実現されますよね。 

〇佐々木室長 

それは考えていきます。 

〇齋藤委員長 

颯田先生は何かございませんか。何かご意見ございませんか。 

〇颯田委員 

記録誌は笹尾先生が言われている通りのように私も思いました。水素エネルギーのほう

は現場との関わりがはっきりしないので、次回くらいにもう少し見えてくるといいな、と

いう印象を持ちました。 

〇齋藤委員長 

高嶋先生はいかがでしょうか。 

〇高嶋委員 

記録誌については、この協議会に出てきた膨大な資料、この膨大さ自体はかなり興味深

いというか、おそらくこれを知らない人たちにとっては、かなり情報に圧倒されるという

ところが大きいのかなと思います。なので、あまり簡略化せずに大量のまま、逆に我々が

どこに埋まっているのかっていうのを探りながら考えていた、そういったような状態をも
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う一度体験できるような形の、後世に残すような記録ができるといいなと思いました。 

それから、水素利活用については動きも大きいし、具体的な数字を出せるところまで

は、おそらくいかないのかなという気がしながら拝見をしておりました。なので、柔軟に

対応できるような対策、体制づくりというのが大事かなと思います。 

〇齋藤委員長 

中澤先生はいかがでしょうか。 

〇中澤委員 

エネルギー活用の件ですが、どうしても水素活用をしなければいけないという前提に立

って調査を行っているような気がしているのですが、なぜ太陽光発電だけではダメなので

しょうか。 

〇佐々木主任主査 

昨年度の調査に引き続きまして、今年度、現地での実証の事業に向けた調査を行いまし

て、その中で条件整理や課題解決の方向性とか、実際の企業の意向調査などを行いますの

で、そういった中で太陽光とか、水素以外の話しが出てくれば、そういった方向で報告書

が作成されるかもしれません。 

〇齋藤委員長 

水素に限定して、固めて動いているということではないですよね。太陽光っていう話も

あったのだけど、系統連系の問題もあるし、県のほうでは水素エネルギーというのが一つ

の今後の未来のテーマとして考えているので、ここでそれを活用したら、いったいどんな

課題があるのか、可能性があるのかということで、あえて水素ということを取り上げてい

るということではないですか。 

〇佐々木室長 

事務局から説明した内容を端的に申し上げますと、水素を作るために太陽光発電を使う

ということですので、その能力をお互い比較検討していく中で、太陽光発電だけに優位性

があるのであれば、そういったものに軸足を置くかというような調査が今年度行われると

いうところもございます。一応、県として水素が次世代のエネルギーなので振興しようと

いうところと、現場のワーキングの中で再生可能エネルギーの振興しようというところも

踏まえて、水素を絡めているという認識でいただければ良いので、水素に固定した流れに

なるかどうかは、調査報告書を見ながら次のステップに行くときに検討していく形になろ

うかと思います。 

〇中澤委員 

はい、わかりました。今後は太陽光発電だけで、実際に事業化可能かどうかというのも

検討する可能性があるということですね。 

〇佐々木室長 

おそらく、調査項目の中にそういったところも出てくる、結果としてまとめられると考

えておりますので、報告書をふまえて、どのような現場利活用が有効なのかということを

考えていくステージに進むものと考えています。 

〇齋藤委員長 
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いいですか、中澤先生。 

〇中澤委員 

はい、わかりました。ありがとうございました。 

〇齋藤委員長 

他にご意見、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

個人の発想ですが、20年前の岩手山噴火に係る事業では確か 5百ページの大冊子を作っ

た記憶があります。ただあれは、ほとんどの予算が国土交通省の岩手河川国道事務所が用

意して、県はなんか、金の出どころがあれば県も共同でやるという経緯でできたと記憶が

あります。それなりの費用が掛かると思いますが、これ自体は県の 250 億円という大き

な、国の補助もありましたが、税金の中での事業ですので、今の趣旨、できるだけ有効に

使えるような形で作業を進めていただければ、ありがたいなと申し上げておきたいと思い

ます。よろしいですか。 

〇藤原委員 

会議の名称が原状回復対策協議会ということで、ゴミが捨てられて、それを元に戻して

原状回復するのだという考えでこの 85回までやってきたわけでございます。我々にとっ

てみれば、もちろん未来に向けた私たちの責任として原状にもどすのが当たり前の話しな

のだという考えで、皆さんと色々協議していただきながらやってきたところであります。 

行政側として、国、県、市町村もそうだと思うのですが、行政の立場としてチェックで

きなかったのだろうか、と考えたところです。土地の盛土が崩れたとか、様々な許認可の

中で今も問題が起きてきています。認可した側にはどれぐらいの責任があって、どうなっ

たのかということが、行政側とすれば責任を感じているところでございます。 

もうひとつ、水素や太陽光のことですが、現場の一面が太陽光パネルでバーンと覆われ

たとしますと、「え、これで本当にいいのだろうか？」と感じるのではないか、と。未来

へ向けたエネルギー、再生エネルギーというのは感じますが、先生方に叱られるかもしれ

ませんけど、ちょっと考えてしまうなと思っております。 

〇齋藤委員長 

はい、ありがとうございます。室長から説明あると思いますが、あれは現場の全面を太

陽光にしようと考えているわけではありません。いくつかのゾーンを考えて、未来に残す

ための伝承ゾーンや森林のゾーンもあるなかで、太陽光や再生エネルギーに使う部分もそ

の中のひとつということで、全部ではありません。それは心配ないと思いますが。 

〇佐々木室長 

市長さんから 2つ大きな質問があって、まず行政のチェックを掛けられなかったかとい

うことですけども、この事案は発覚から、かれこれ 20年くらい経ちまして当初の状況な

どについて忘れかけてきたところなのですが、この産廃特措法で国から支援を受けるとい

う前提として、行政責任の検証が行われておりますので、まさにそういったことも記録誌

の中に書かれていくものと考えています。そこはもう一度きちっと振り返らなきゃならな

いことだと思います。 

あとは太陽光パネルのことですが、おっしゃる通りで、現場全面に施工することはどう
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なのかということはあろうかと思います。現場はあのように開発された土地になっている

ので、パネルを設置できる面積も広く見えますが、ワーキンググループでも検討している

とおり、市民活動として緑化も検討されていることもありますので、それらを具体化する

過程でバランスを決めていくのではないかと思います。山林を開発してメガソーラーを建

設する場合、残地森林の面積が森林法等で決められているはずなので、そういったものを

含めながら、たとえば太陽光発電がよければその残地森林的な面積の部分に市民活動とし

て植樹をしていこうかと、様々な考えが具体化していくものと考えております。そこは、

次に説明するジオキサンの対策がしっかり終わらないと話しができないところがございま

すので、しっかりと次のコーナーで議論いただいて、次回の協議会などできちっと議論で

きるようにと考えております。 

〇齋藤委員長 

当然、なんでこんなことが起きてしまったとか、不法投棄が発覚できなかったのかと

か。それなりに行政としてもっとできたこともあれば、まずかったことも踏まえて、当然

これは記載されることになると思います。その辺は簗田委員さんが当時、いろいろ対応さ

れて、よく存じ上げているのではないかと思いますが、簗田さん、何かございませんか。 

〇簗田委員  

確かに 20年前まで遡ると、いろんな思いはあります。記録誌がいろんな思いをまとめ

上げていただくということに期待しております。おそらくここにある通り、今後の環境行

政に活かしたいということですので、今後のこういった事案のモデルになるのではないか

という気がします。地下水や土壌汚染対策といった浄化方法を、更にはこの責任追及や今

までかつてない行政対応であったということを、全ての面でインパクトのある、良い記録

誌にしていただきたいという思いがすごくあります。この事案、今、藤原市長さんの方か

ら、何故という話しがございましたが、行政責任として処分を受けています。そういった

ことも含めて、記録の中には出てくるかと思います。 

〇齋藤委員長 

二度と繰り返さないという意味でも、当時の行政の対応の十分でなかったところは確か

整理されているはずだと思いました。ただ、他県に係る部分まで踏み込めるのかというこ

とはちょっと限度があるかもしれません。 

〇簗田委員 

何故このような対応を我々は続けてきたかということを考えると、まさに「負の遺産を

後世に残さない」という、先程、出前授業の中であった通りです。岩手県には旧松尾鉱山

の事例がありますが、この廃水は現在もなお、莫大な費用を費やして浄化することで北上

川が甦っています。県から言えば、これまでもこういった事案がありますので、負の遺産

を残さないというのは、これからの環境行政にとって非常に意義があると感じておりま

す。 

〇齋藤委員長 

確か、経緯の記録は詳細に残っていたと思いましたので、その辺は当然記載されること

となると思います。県も条例を作ったり、いろんな対策を打ったりしたのですよね。そう
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いうことも当然、当初の経緯のところには書かれることになると思います。 

ありがとうございます。だいぶこだわって議論をしていただきましたが、大事なとこ

ろ、1,4-ジオキサンの対策の進捗状況、これが定まらないと次のステップに行き難いとこ

ろでもあります。たぶんいい報告があるはずだと思いますので、お願いします。 

〇吉田主任 

では資料３、１，４－ジオキサン対策の進捗状況について御説明します。３－１頁をご

覧ください。浄化進捗状況について御報告します。 

（１）概要です。ア、イ及び表１に記載しているとおり、平成２５年当時の場内地下水に

おける１，４－ジオキサンの最大濃度は、環境基準の最大１６４倍だったところ、汚染土

壌掘削除去や薬剤処理工等の対策により、令和４年６月時点では全ての地点で地下水環境

基準を下回っております。周辺表流水のモニタリングについては令和４年度年４回実施し

ておりまして、最新結果も環境基準未満であり、周辺への汚染拡散がないことを確認して

います。また、ウ、パワーブレンダー工法施工箇所のうち H30D-3 及び H30D-1 の２か所に

ついては、土壌分析結果が良好でしたので、参考資料として添付したとおり６月２０日付

けで委員の皆様に御報告のうえ、当該箇所の地形整形に着手済みです。 

 令和４年６月時点の浄化進捗状況をまとめたものは右の表２です。詳しくは説明を割愛

させていただきますが、場内の８６％の井戸が浄化終了しています。右下の表３は前回協

議会でご報告した令和３年１０月の結果と比較したものです。浄化終了が６０から７１に

増えており、着実に浄化が進んでおります。 

 ここで二つ補足がございます。一つ目は「Ｃモニタリング期間」に計上している数につ

いてです。この６井戸の内訳は、７月に終了する見込みが３井戸、８月に終了する見込み

が３井戸となっているため、合わせて６井戸は８月には浄化終了となる見込みです。 

補足の二つ目は、「※１」に記載している６か所についてです。この数は今年度実施した

パワーブレンダー工法施工箇所を計上しており、便宜上、浄化継続期間として分類しまし

た。左の点線箱書きにあるように、パワーブレンダー工法を施工した箇所は井戸が無くな

りますので、その井戸におけるモニタリングが出来なくなることから、図１の浄化終了判

断とは別の考え方が必要となることから、その浄化確認方法の詳細は土壌委員会に一任す

ることとなっていました。土壌委員会に協議した結果、施工後の土壌分析を行い、その結

果が基準を下回っていれば浄化終了とする旨が了解されたところです。パワーブレンダー

工法の結果が良好であったことについては後ほど改めてお話ししますが、現時点では協議

会の了解をいただく前であるため、便宜上、浄化継続期間として分類しております。本日

御了解いただくことにより、この「B浄化継続期間」の６井戸は「D浄化終了」に計上す

ることとなりますので、御理解いただければと思います。 

 続きまして３－２頁をご覧ください。今年度実施したパワーブレンダー工法について御

報告します。６月２０日付の文書で御報告した通り、６井戸に対して４月から６月までに

パワーブレンダー工法を実施しました。表４のうち H30D-3 及び H30D-1 の２井戸について

は施工１か月後の分析結果が良好であったことから地形整形に着手済みである旨をお知ら

せしております。なお、施工管理の概要は右に記載のとおりであり、詳細は７月１３日の
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土壌委員会で御報告したところですので、本日は割愛させていただきます。 

３－３頁をご覧ください。効果確認についてです。施工後の土壌は「ア土壌採取」に記

載した方法で採取し、土壌溶出量試験を行いました。その結果は、左下の表５のとおりで

す。今回の報告対象である H30F-2、イ-6-1、H30J-4 及びヨ-15 のいずれも土壌環境基準を

満足していることを確認しました。施工１か月後も濃度の再上昇がないことを確認し、適

切に浄化できたものと考えています。右上の表６をご覧ください。パワーブレンダー工法

施工箇所では、浄化確認を行う土壌分析のほか、汚染拡散有無を確認するために、地下水

流向下流の井戸で今年度中は月１回の水質分析を行っています。前回協議会後の令和４年

１月から測定を行い、一部井戸では積雪や凍結により採水できない月があったものの、施

工中である６月まで汚染拡散は確認されませんでした。以上のことから、下流への汚染拡

散もなく、浄化できたものと考えています。 

最後に、今後の予定について御説明します。（１）パワーブレンダー工法の影響等を把

握するための水質分析は、令和４年度中は月１回、H15-4、イ-16 及びヨ-14 で行います。

上の表６にはこのほか大口径北（イー２１）も記載しておりますが、この井戸は県境鋼矢

板沿いにあり地形整形工事のために撤去する必要があったことから、６月までの期間限定

で測定しておりました。（２）令和５年度以降のモニタリングについては、後ほど資料５

で協議させていただきます。（３）今後の水質モニタリング等において不測の事態が生じ

た場合には、その状況に応じて、原状回復対策協議会の委員などに御意見を聴きながら必

要な対策を講じてまいります。 

３－４頁目以降は参考資料として、ジオキサン一覧表及び６月２０日付け報告書を添付

しております。なお、ジオキサン一覧表は集計の都合上、検出下限値未満を示す「＜０．

００５」の表記は０．００３と表記しております。御了承ください。以上で資料３ジオキ

サン対策の進捗状況について説明を終わります。 

〇齋藤委員長 

６カ所、今までの方法ではなかなか効かなかった部分について、パワーブレンダー工

法、お金も掛かったことではありますが、強力で施工後 1か月経っても環境基準値以下

の、低い状態で推移しています。この 6カ所は確か土壌委員会において、１か月後で揺り

戻しが無い低い状態であれば、浄化が完了したものと判断して差し支えないとご助言いた

だいたところでありますので、資料※1にある 6カ所は浄化終了と扱って差し支えない

と、そういうことだと思います。 

ご意見、ご質問、お願いをいたしたいと思います。なんとか浄化の目途が立ったなと、

そういう結果ではないかと思います。いかがでしょうか。 

〇藤原委員 

今後の予定のところ、（2）の令和 5年度以降の地下水質モニタリングについては、資料

5により協議するということですが、今年度、特措法ということが終わるわけですが、地

下水等につきましても、来年度以降についても調査していただけるというのは本当にあり

がたいなと思っております。調査するのは何年ですか。 

〇田村課長 
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後程、詳しく説明させていただきます。 

〇藤原委員 

大変失礼しました。これらについても、今後の不測が生じた場合はすぐ、協議会にかけ

るということもございますので、ぜひそのようにやっていただきたいと思います。 

〇齋藤委員長 

これは二戸市さんとしても、住民のほうとしても、非常に前から気がかりというお話し

でありましたので、きちっと協議事項のところで県の方針、それからそれについての意見

をいただくということになっておりますので、後程説明があると思います。 

ジオキサンの進捗状況について、この点ではいかがでしょうか。ずいぶんとここまで手

探りでやってきたので、あっさり万歳というわけにはいかないような気もするのですが、

よろしいですか。なんとか目途が立ったというのが、今回の端的な結果ではないかと思い

ます。土壌委員会のほうでもご議論いただいたと思いますので、リモートの先生方よろし

いですか。 

（意見、質問なし） 

それでは、報告事項の 3つ目が地形整形の進捗です。これは県境付近のところは早く工

事しなければいけないということで、浄化完了したとの報告を受けて、今日正式に協議会

で OKという前に、整形の作業は進めさせていただいたというところはあります。現在の

進捗状況についてご説明いただきたいと思います。 

〇田沼主査 

地形整形の進捗状況についてです。原状回復のための地形整形工事を、この春先より着

手し、場内は様々な工事を行っております。ただし、本日この場で全部をお伝えすること

は、時間の制約上難しいため、本資料のとおり簡単な１枚ものとなり、恐縮ではございま

すが、ご了承ください。 

 まず、写真中央部分にあります選別プラント建屋でございますが、こちらの解体撤去工

事は、受注業者も入札により決定し、今週より工事着手したところであります。建屋解体

工程の見込みとしましては、来月８月末頃までには、建屋の上屋部分の撤去を終えたいと

考えています。その後、建物の土間コンクリートを取壊した後、建屋周りの地形整形を行

い、工事を終えたいと考えております。この工事の工程管理こそが最も重要となってくる

ところでございます。 

 建屋工事以外としましては、資料の写真左側、南北方向から来る青色線で表記しており

ます表流水、青森県さま側への流下を防ぐための水路設置により、場内東端の調整池へ導

水するということも、現在、段階的に進めております。 場内西端の黄色点線で表記して

いる県境鋼矢板は、地上に露出していた部分の撤去は終わっていますが、地中部分は地下

水の青森県さま側への流下防止のため、そのままで残した状態となっております。 

また、場内北側、Ｂ地区と呼ぶ区域では、浄化対策による掘削等で生じた傾斜地など

の、土砂崩落を防ぐため、場内の土を用いて盛土し、斜面角度を緩めたうえで、表面を植

生による保護工も行ってまいります。 

11 月中旬に予定しております次回協議会の午前の部には、委員の皆さまをお連れしま
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す。その時点では、建屋もなくなり、水路もできあがった状況をお見せできるものと考え

ます。今後は工事施工業者と工程調整を密にしながら、安全を最優先に地形整形を進めて

まいります。簡単ではございますが、以上で地形整形の進捗状況についての報告を終わり

ます。 

〇齋藤委員長 

資料 4、これは前回の原状回復対策協議会で提示し、一応の了解をいただいていたもの

でございまして、進捗状況について説明していただきました。ご質問、ご意見があればお

願いしたいと思います。まあ、冬の間はとても事業が進めにくいと思いますので、降雪の

前までにほとんどの整形は完了するという予定で、現在動いているということですね。特

に、土砂災害のいろんな事例があちこちありますので、B地区の結構急斜面のところとい

うのは丁寧に処置をして、植生等、安全対策を講じていただければありがたいなと思いま

す。 

〇中澤委員 

ちょっと教えていただきたいのですが、ウルシなどを植えた植栽試験地は今後どうなる

のでしょうか。 

〇橋本委員 

植栽試験地として設けたところですが、そもそもそこに設定したのは、今後その場所に

ついては変更が無い、何も工事が入らないということで設定しておりますので、あのまま

残るというふうに私は理解しておりますが事務局いかがでしょうか。 

〇田村課長 

現在植栽試験を行っている場所は、地形整形の必要がない場所でございますが、今後の

ワーキングにおける議論により、必要があれば対応を検討するということはあり得ると考

えています。 

〇齋藤委員長 

跡地の利用は詳細に決まっているわけではないので、とりあえず整形には影響ない場所

を選んであるので、そのまま生育を見守りたいということですね。もし何か別の施設を作

るような、そういう事態が生じてくれば、その時点で対応を考えるということでよろしい

でしょうか。 

〇田村課長 

はい。ワーキングにおいて市民による植林等の議論もこれから進めることになりますの

で、その中で併せて様々な議論があるかと思っております。 

〇中澤委員 

最終的な植栽試験結果はもうまとめたのでしょうか。 

〇橋本委員 

植栽試験は、植栽初期の樹種適用試験ということで、植栽して数年から５年くらいを目

途にするのですが、あの場所でどの樹種が育つか否かを検証することが目的でした。あそ

こで林を作るということではなく、その樹種が適応するかどうかをみる試験ですので、一

応４生長期（４年間）を経過したということで、結果をまとめたものを令和２年度に事務
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局の方に提供しておりますし、その概要については協議会の場でも資料を付けて報告して

おります。ということで、試験の初期の目標は達成したというふうに理解しております。 

〇齋藤委員長 

終わったから、すぐ引っこ抜くということではありませんね。 

〇橋本委員 

はい。 

〇齋藤委員長 

当面、生育は継続して見守っていく、ただし、植生の可否についての判断はすでに達せ

られておるということだそうです。中澤先生、いかがでしょうか。 

〇中澤委員 

わかりました。たぶん私が忘れていたのだと思います。どうもすみませんでした。 

〇笹尾委員 

残置することになっている旧堆肥舎について。もともと原因者の所有物なので、この事

業計画の中では撤去しないということだったと思うのですが、改めて見ますと、結構ど真

ん中にあって、どんな跡地利用をするにしても結構邪魔になるような位置にあるのではな

いかなと思います。例えば、太陽光パネルなどを設置する場合に、もし必要になれば、そ

の時点で、県の方で撤去するということになるのでしょうか。 

〇田村課長 

この旧堆肥舎（残置）というふうに表記してある施設ですが、もし水素利活用等で事業

者が決定した場合には、あくまで事業者側で撤去する、あるいは、可能性は低いとは思い

ますが必要があれば使用するといった判断をすることになります。 

〇笹尾委員 

ということは、いずれ、その跡地利用の具体的な構成・計画がでてきた段階で事業者の

方が判断するという理解でよろしいでしょうか。 

〇田村課長 

はい、その通りでございます。 

〇齋藤委員長 

心情的には、この事業の中で更地にできれば一番、後々良いのではないか、と思ってし

まいます。ただ、県が事業を進める上でいろんな制約があって、これは手を付けないとい

うことですよね。 

〇佐々木室長 

はい、まず今県がやっている事業は原状回復事業ですので、生活環境に支障がでるもの

を工事・撤去しようというわけです。なので、この旧堆肥舎というのは原因者のものであ

り、太陽光発電を設置する際には邪魔になるかもしれないですが、残置することでの生活

環境の支障は無いということです。逆に現場にある大きな建屋は、撤去工事のための仮設

として 20年くらい前に建設したものですので、これは工事とともに撤去してうもので

す。旧堆肥舎の見た目から、何でここに残ってしまうのだという疑問をお持ちになるかと

思いますが、そういう違いでございます。 
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〇齋藤委員長 

一般市民感情からすると「違いが無い」という受け止め方もあると思いますが、県が法

的に事業を進めていく上では、そういう差異があるというふうに承るしかないでしょう

ね。生田委員さん、何か聞きたいことが。 

〇生田委員 

いえいえ。原状回復はそういうものだと伺ってましたので、よろしいです。 

〇齋藤委員長 

笹尾委員さん、よろしいでしょうか。 

〇笹尾委員 

はい、事情は分かりました。 

〇齋藤委員長 

他にいかがでしょうか。 

（意見、質問なし） 

それではスケジュール遅れないように、今年度で一応のけじめがつくよう、ご尽力をお

願いいたしたいと思います。 

 

（５分間休憩） 

 

〇齋藤委員長 

再開します。二戸市長からはちょっと心配事がなされたりしておりましたが、協議事項

です。これは令和５年４月以降におけるモニタリングで、事業終了後の監視等をどういう

ふうにしていくかという提案だと思いますので事務局、説明をお願いします。 

〇吉田主任 

資料５、令和５年４月以降の水質モニタリング計画（案）について御説明します。 

（１）概要です。令和３年９月に書面開催した協議会において、令和５年４月以降のモ

ニタリングについて協議した方針は表のとおりです。モニタリング事項のうち地点につい

ては、備考欄に記載のとおり「基準達成できない井戸が生じた場合には、当該井戸もモニ

タリング地点に追加する」としたところですが、現時点では基準達成できない井戸は無い

状態です。また、期間については「モニタリングの状況を踏まえ検討」としておりました

が、パワーブレンダー工法によるジオキサン対策の成果を踏まえ、先週７月１３日に開催

した土壌委員会において改めて協議し、期間を含めた計画（案）について御了解いただい

たことから、本日協議会にお諮りするものです。 

（２）計画案について御説明します。周辺表流水、調整池及び地下水のうち「イ」から

始まる井戸については、以前協議会において御説明した地点と変更はありません。H15-4

はパワーブレンダー工法による汚染拡散有無を確認するための井戸として令和４年度測定

しておりますが、こちらを令和５年度以降も測定したいと考えています。なお、ジオキサ

ン対策において挙げていたもう１箇所のヨ-14 という井戸は、図２の右上区域⑦のヨ-15

とイー９の間にある井戸ですが、こちらは「令和４年度中はパワーブレンダー工法による
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汚染拡散有無を確認するため毎月測定する」ということで、令和５年度は測定しないこと

と考えております。下流側にあるイー９は令和５年度以降も測定し、こちらで補足できま

すので、モニタリングに支障はありません。頻度は年４回、項目はｐH及びジオキサンを

行うこととしています。期間についてですが、土壌委員会において検討していただいた結

果、基本的に２年間としたいと考えます。これは、正式名称「土壌汚染対策法に基づく調

査及び措置に関するガイドライン」に記載されている「環境基準を超えない状態が２年間

継続することを確認する」という内容に準拠したものです。 

万が一、２年間のモニタリング中に環境基準を超過した場合には、関係者に協議しなが

ら適切に対応したいと考えています。以上で資料５、令和５年４月以降のモニタリングに

ついて説明を終わります。 

〇齋藤委員長 

この計画についてご質問、ご意見あればお願いしたいと思います。 

〇生田委員 

モニタリングの期間についてです。大抵、事業が終わった後、その環境が良好な状態を

保っているかどうかを見るのに、5年とか 10 年のスパンが必要であると今まで思ってきま

したけれども、これは 2年のスパンでモニタリングを続けるということでいいのでしょう

か。簗田先生にお伺いしたいですが。 

〇齋藤委員長 

土壌委員会でも議論あったと思いますが、簗田委員さん、いかがでしょうか。 

〇簗田委員 

先程、事務局から説明があったように、土壌汚染対策法のガイドラインとして環境基準

以下の状況が 2年間というのは、熟慮された形だということで、土壌委員会でも了承は得

ています。私もたぶん大丈夫だろうと考えています。はっきりした根拠があるわけではな

いですが、モニタリングにおいて環境基準を超えることはおそらく無いと思います。仮に

数値が 0.05 以下の数値が出たとしても、ジオキサンは水に溶けやすい性質上、おそらく

拡散して、ほとんど環境に影響が無い状況に、次第になっていくのではないかと。特に 2

年間以降については、もっと安全な状況になっていくものと、私個人的には考えていま

す。土壌委員会でも、このガイドラインに準拠したことで了解しています。あとはこれに

加えて万が一、環境基準を超過した場合の対応を考えておく必要があるのではないかとい

うことです。ここに「仮に超過するようなことがあった場合には関係者に協議しながら適

切に対応する」と記載されていますので、これで、私は十分じゃないかなと考えていま

す。 

〇生田委員 

はい、わかりました。 

〇齋藤委員長 

住民感情からすると、ずっと面倒見てよと、そうすると一番安心だよと、心情は私もそ

うだと思います。ただ、土壌委員会の議論を伺うと、ここは他の汚染地と違って、スポッ

ト対策、つまり汚染のあるところに集中的にお金を掛けて元を断っている。ここまで最終
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的にピンポイントで濃い部分は徹底的にやっつけたというのは、なかなか他では無い事例

です。それから、どこからか薄い濃度のものが出ても、最近いろいろ分かってきたけど、

水に溶けて拡散していって、これが濃縮という話は、まずありえないだろうということ

で、土壌委員会では 2年間キープすれば大丈夫だろうと、そういう結論に達したと聞いて

おります。心情的には、もっと長くというのは私も思いますが、そういう判断だと伺って

おります。 

それから、特措法が終了して浄化完了というところであれば、原状回復対策協議会は一

応、締めになるのだろうと考えています。我々が一生ここでまた続けていくのも、非現実

的でありますので、そういう形になるだろうと思っております。ただ、万が一のときにど

こに訴えればいいの、どうしてくれるのと、ということについての対応もしておかなけれ

ばならないと思って、委員長自身が現に思うには、正式な委員会というのは無理でしょう

から、例えばアドバイザー的な形で専門の方に、二人でも三人でも、何か相談できるとい

うか、そういうような形、定期的には集まらない、ただ何かあったときにアドバイスいた

だくような形では残していただきたいということで、これは多分、県の方で相談して何ら

かの形をご提案いただけると思っていますが、そんなところでよろしいでしょうか。 

〇田村課長 

はい、委員長ご指摘のとおり、来年度以降のこの協議会や土壌委員会、それからワーキ

ングなどのあり方につきましては、次の 11月の協議会で詳しく協議させていただきたい

と思っております。その際には、今言ったアドバイザーの関係ですとか、こちらのほう

で、案として提案させていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

〇齋藤委員長 

いずれ提案いただくことですが、ご要望とか何かあれば、今の時点でも話しておくこと

がいいと思いますので、生田委員さん何かあればどうぞ。 

〇生田委員 

無いです。 

〇齋藤委員長 

藤原市長さんはいかがですか。 

〇藤原委員 

案を見た今の時点では無いです。大丈夫です。 

〇齋藤委員長 

田子町長さんは何かご意見、ございませんでしょうか。 

〇山本晴美委員 

特にないです。よく頑張っていらっしゃると思います。 

〇齋藤委員長 

山本委員さんはどうです。 

〇山本わか委員 

この協議会が終了しても、責任回収の金額を知りたいと思います。どのような形で我々
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に報告してくれるか、引き続き教えていただきたいです。 

〇齋藤委員長 

責任追及によって、いくら取り返したかというような報告というのは、これはどうです

か。 

〇田村課長 

ホームページ等で公表しておりますし、これからも責任追及を続ける期間はオープンに

していきたいと思っております。 

〇山本わか委員 

はい、ありがとうございます。それからもう一つ、出前授業の中で、生徒さんの感想

に、「未来責任」という言葉が出てきたので、これにはすごく感動しているわけです。ど

ういう事柄に対しても、この「未来責任」という言葉は通じるなと思って、そして記録誌

ができた場合は、この今の生徒さんの感想の「未来責任」という言葉を是非入れてもらい

たいと思います。記録誌ができた場合、めくっていくと、いろんな準備をして、活躍した

なと思うと思います。記録誌にも期待しています。 

〇齋藤委員長 

ありがとうございます。未来責任という言葉、実は私が数年前まで放送大学の岩手学習

センター長をやっているときに、郡山の学習センター長が文系の方で、論文に書いたので

すね、我々、過去の出来事について責任というものは問われる。よく先輩が先の戦争を起

こした、「戦争責任」はどうするとか、いろいろそういうことは、一般的に出されるので

すが、次の未来の人たちにどう伝えていくか、どういう未来を次の世代に作るかという、

これは未来に対する現在に生きている人の責任だということで、未来責任という言葉を提

唱されておりました。私も、これは確かにすばらしい、いい言葉で、私たちが将来のため

に、今、責任を持って成すべき、そういう未来に対する責任があるなということで、用語

を使っていいかと聞いたら、いいようにやってくれという話で、まさにこの不法投棄の対

応についても、我々は未来に対する責任ということで、確か本事案について語るビデオ撮

影のときにえらく強調して言った記憶があります。未来に対してこそ責任を帯びるのだと

いうことで、当然記録誌にも出てくるだろうと思います。ありがとうございます。 

このモニタリングの計画、いかがでしょうか。箇所について言えば、前回も報告し、土

壌委員会で妥当であろうと判断をいただきました。2年という年月に関して言えば、心情

的には、もっとなんとかしたいという気はしますが、おそらく 2年間で異常が無ければ、

その先、まず大丈夫というのが専門家のご指摘だとすれば、住民の方に了解いただけれ

ば、それも一つの区切りかなという気がいたします。いかがですか。まあ当然、この 2年

間の間に何か異常が起きた場合には、どういう形かわかりませんが、アドバイザーや専門

家と相談して、その先のモニタリングをどうするかということも含めて、当然県のほうで

対応を検討するということになることと理解しますが、よろしいでしょうか。 

（意見、質問なし） 

それでは、協議事項事務局案のとおりで進めていくということにさせていただきたいと

思います。令和 5年以降の体制、当然この跡地利用の問題について言えば、それなりの組
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織はきちんとしなければならない、協議会やワーキングという形ではなく、むしろ独立し

て跡地について検討する、それなりのことは考えて提示していただけると思いますので、

皆さんからのご意見もまたお願いしたいと思います。 

それでは、協議事項のほうはご了承いただいたということで、（3）その他、何か事務

局、ございますか。 

（事務局から特になし） 

それでは、オブザーバーとして参加いただいた藤田さん。何かご意見、コメントいただ

ければ、お願いしたいと思いますがいかがでしょうか？お願いします。 

〇藤田オブザーバー 

お疲れさまです。実は産廃特措法、今年度で終了ということで、各県さん頑張って事業

実施されているのですけども、岩手県さんの事業は本当に 1,4-ジオキサン対策、完了する

のだろうかというのが昨年度までの心配事でした。前回、土壌委員会にも出席させていた

だいて、概ね基準を満足できそうだという報告を受けて安堵しているところでございま

す。協議会の中でもいろいろご意見が出た内容を、岩手県さんの方で、事務局の方でしっ

かりとまとめていただいて、事業終了に向けて進んでいただければと思います。また、事

業終了後もアーカイブという報告というか記録の件も皆さんでしっかりと協議していただ

いて、独自の記録誌を作っていただければと思います。他の自治体さんのを参考にし、取

り入れるところもあると思いますが、そういうことも含めて進めていただければと思いま

す。 

〇齋藤委員長 

藤田さんありがとうございました。なんとかその方向で進めていければ、長年オブザー

バーとしてご助言いただいた恩返しもできるのではないかと考えております。最後まで、

よろしくどうぞお願いしたいと思います。特に無ければ、これで協議は終わりでマイクを

事務局にお返ししたいと思います。ありがとうございました。 

〇佐々木主任主査 

齋藤委員長、長時間の議事進行ありがとうございました。４その他でございますが、事

務局からは１点事務連絡がございます。次回は１１月１９日土曜日の開催予定としており

ます。近くなりましたら改めて御連絡いたしますが、日程の確保についてよろしくお願い

します。 

本日は、委員の皆さま、貴重な御意見御提言をお示しくださり、大変ありがとうござい

ました。以上をもちまして、第８５回原状回復対策協議会を閉会いたします。お疲れさま

でございました。 


